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幹事会の報告について 

 

 

 

 第１回 幹事会 平成 28年 4月 28日（木） 

 

  １）水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取り組みについて 

  ２）阿賀川大規模氾濫に関する減災対策協議会(仮称）規約（案）について 

  ３）阿賀川における現状の水害リスク情報や減災のための課題の共有について 

  ４）自治体等における現状の取組状況、課題等について 

  ５）阿賀川の特徴、減災のための目標（案）について 

  ５）今後の進め方について 

 

 

 第２回 幹事会 平成 28年 8月 9日(火) 

 

  １）「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく阿賀川流域の減災に係る取組方針（案）

について 
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１．はじめに 

 

 平成 27年９月関東・東北豪雨災害により、鬼怒川の下流部は堤防が決壊するな

ど、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生した。また、

これらに避難の遅れも加わり、近年の水害では類を見ないほどの多数の孤立者が

発生した。このようなことから、国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対

して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について」が諮問され、

平成 27 年 12月 10 日に「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方につ

いて～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申さ

れた。 

 

 国土交通省では、この答申を踏まえ、新たに「水防災意識社会 再構築ビジョン」

として、全ての直轄河川とその氾濫により浸水のおそれのある市町村（109 水系、

730市町村）において、平成 32年度を目途に水防災意識社会を再構築する取組を

行うこととし、各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議

会等を新たに設置して減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・

計画的に推進することとした。 

 

 阿賀川流域では、この「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づき、地域住民

の安全安心を担う沿川２市２町１村（会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津

美里町、湯川村）、福島県、福島地方気象台、北陸地方整備局阿賀川河川事務所

で構成される「阿賀川大規模氾濫に関する減災対策協議会」（以下「本協議会」

という。）を平成 28年 5月 13日に設立した。 

本協議会では、阿賀川の地形的特徴や被害状況、現状の取組状況の共有を図る

とともに、主な水防災上の課題として以下を抽出した。 

 

１）上流部は馬越頭首工を扇頂とする扇状地が形成され、地形勾配が急であるた

め、ひとたび氾濫すると氾濫水が急速かつ広範囲に拡散する。 

２）会津盆地の下流部には狭窄部があることから貯留型の氾濫形態となり、浸水

深が深く、また浸水継続時間が長い。 

３）河川の改修は、上下流バランスを保ちながらの堤防整備を実施しているため、

堤防断面が不足している箇所や堤防の漏水や侵食など越水以外にも水害リス

クが高い箇所が存在している状況にある。 

４）上流部の洪水浸水想定区域内には、地方拠点都市である会津若松市の市街地

が形成されている。 
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５）宮川合流点上流は、急流河川であるため洪水の流れが速く、洪水時に水衝部

が発生して河岸や堤防を侵食するリスクがある。 

 

このような課題に対し、本協議会においては、『氾濫流の流れが速く広範囲に

被害が拡散する特性と洪水の吐けにくい盆地の氾濫特性を踏まえ、阿賀川の大規

模災害に対し、「安全な場所への確実な避難」「社会経済被害の最小化」を目指

す』ことを目標と定め、平成32年度までに各構成員が連携して取り組み、水防災

意識社会の再構築を行うこととして、阿賀川の減災に関わる地域の取組方針（以

下「取組方針」という。）をとりまとめた。 

今後、本協議会の各構成員は、取組方針に基づき連携して減災対策に取り組

み、毎年出水期前に本協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するなどフォ

ローアップを行うこととする。  
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２．本協議会の構成員 

 

 本協議会の参加機関及び構成員は以下のとおりである。 

参加機関 構成員 

 

 会 津 若 松 市 

 喜 多 方 市 

 会 津 坂 下 町 

 会 津 美 里 町 

 湯 川 村 

福島県 河 川 計 画 課 

〃  会津若松建設事務所 

〃  喜多方建設事務所 

福島地方気象台 

北陸地方整備局 阿賀川河川事務所 

 

 

 

市 長 

市 長 

町 長 

町 長 

村 長 

課 長 

所 長 

所 長 

台 長 

所 長 
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３．阿賀川の概要と主な課題 

 

（１）流域・地形の特徴 

①流域の特性 

阿賀野川水系は、その源を栃木・福島県境の荒海山（標高 1,580m）に発し、

山間部を北流し会津盆地を貫流した後、猪苗代湖から流下する日橋川等の支川を

合わせ、喜多方市山科において再び山間の狭窄部に入り、尾瀬ヶ原に水源をもつ

只見川等の支川を合わせて西流し新潟県側では阿賀野川と名前を変えて越後平

野を経て日本海に注ぐ、幹川流路延長210km、流域面積7,710km2の一級河川であ

る。 

阿賀川における大規模な洪水は、台風に起因するものが多く、流域に降った雨

は、会津盆地に流れ出た後大きく蛇行しながら流下し、狭窄部で洪水の流れが妨

げられることから、暴れ川として住民を悩ませてきた。 

 

②洪水・氾濫の特性 

上流部は馬越頭首工を扇頂とする扇状地が形成され、地形勾配が急であるため、

ひとたび氾濫すると氾濫水が急速かつ広範囲に拡散する。また、会津盆地の下流

部には狭窄部があることから貯留型の氾濫形態となり、氾濫水が長時間滞留し、

浸水深が深い区域が存在する。 

 宮川合流点上流は、急流河川であるため洪水の流れが速く、洪水時に水衝部が

発生して河岸や堤防を侵食するリスクがある。 

 

（２）過去の被害状況と河川改修の状況 

①過去の被害 

○昭和31年7月17日洪水 

梅雨前線と低気圧の停滞により宮川や日橋川筋の町村が大きな被害に見舞わ

れ、この水害を契機として日橋川などの改修工事が行われることになった。 

 

○昭和33年9月18日洪水 

台風21号の影響により9月18日に阿賀野川全流域は豪雨となった。この洪水に

より阿賀川流域内の被害は、死者6名をはじめ、家屋被害215戸、浸水家屋2,433

戸など甚大な被害に見舞われた。馬下観測所の流量は8,930m3/sを記録し、昭和

31年洪水の7,824m3/sとともに、大正4年に策定された計画高水流量6,950m3/sを

大きく上回ったため、阿賀野川水系治水計画の再検討が行われ、大川ダム計画検

討の契機となった。 
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○昭和33年9月27日洪水 

9月18日洪水の台風21号に続き発生した台風22号（狩野川台風）が相模湾から

神奈川県に上陸し、東京から福島県東部を経て石巻付近から三陸沖に至った。こ

の影響により阿賀川流域は豪雨となった。流域内の被害は、家屋の全半壊流失226

戸、家屋の浸水1,869戸に及んだ。 

 

○昭和57年9月13日洪水 

台風18号により阿賀川上流域は大雨となり、小谷・山科観測所では既往最高水

位を記録した。阿賀川流域内の被害は、家屋の全半壊流失1戸、家屋の床上浸水

22戸、床下浸水248戸に及び、建設中の大川ダムも被害を受けた。 

 

○昭和61年8月5日洪水 

台風10号くずれの低気圧は、関東、東北地方に大雨をもたらし、総雨量は阿武

隈川との流域界付近の観音山観測所で427mmを記録し、山科地点の流域平均2日雨

量としても戦後最大となる 176.3mmの降雨があり、山科観測所で2,346m3/sを記

録した。 

 

○平成14年7月11日洪水 

7月10日から11日にかけて福島県内を襲った台風6号及び台風に影響された梅

雨前線により、 総雨量が羽鳥観測所で300mmを超え、山科観測所では既往最大流

量となる3,343m3/sを記録、支川等の氾濫や老朽化した河川工作物の被害などが

多発した。 

 

○平成23年7月30日洪水（平成23年7月新潟・福島豪雨） 

7月26日未明から新潟県及び福島県会津付近に停滞していた前線の活動の活発

化により、27日12時から30日10時までの総降水量は、各地で300mmを超える大雨

となった。特に、福島県只見町では降り始めからの総雨量が711mmに達するなど、

各地で平成16年7月13日洪水を上回る戦後最大規模の洪水となった。 

 

○平成27年9月10日洪水 

台風18号から変わった温帯低気圧の影響により、新潟県及び福島県では9月6

日夕方から11日午前中にかけて断続的に激しい雨が降った。観音山雨量観測所で

は総降水量で 500mmを超え、日降水量では過去の記録を更新し393mmに達した。

馬越観測所では平成14年7月出水に次ぎ、大川ダム管理開始以降第2位の出水とな
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り、護岸等の河川管理施設の被災が多発した。 

 

②河川改修の状況 

平成28年５月に策定した「阿賀野川水系河川整備計画（国管理区間）」では、

洪水による災害の発生の防止及び軽減に関する目標として、「阿賀川での戦後最

大相当規模の洪水（基準点山科で3,900m3/s）の流下」を可能とするための整備

を進めるとしている。 

現状では、上下流バランスを確保しつつ、整備が行われているものの、局所的

に堤防の低い箇所や堤防高が不足している区間が存在しており、生起確率100年

の洪水に対し安全に流下できる状態にはなっていない。 

 

阿賀川での主な課題は、以下のとおりである。 

１）上流部は馬越頭首工を扇頂とする扇状地が形成され、地形勾配が急である

ため、ひとたび氾濫すると、氾濫水が急速かつ広範囲に拡散する。 

２）会津盆地の下流部には狭窄部があることから貯留型の氾濫形態となり、浸

水深が深く、また浸水継続時間が長い。 

３）河川の改修は、上下流バランスを保ちながらの堤防整備を実施しているた

め、堤防断面が不足している箇所や堤防の漏水や侵食など越水以外にも水害リ

スクが高い箇所が存在している状況にある。 

４）上流部の洪水浸水想定区域内には、地方拠点都市である会津若松市の市街

地が形成されている。 

５）宮川合流点上流は、急流河川であるため洪水の流れが速く、洪水時に水衝

部が発生して河岸や堤防を侵食するリスクがある。 

 

■取組の方向性 

今後、気候変動により、施設能力を上回る洪水の発生頻度が高まることが予想

されることを踏まえると、これらの課題に対して、行政や住民等の各主体が意識

を変革し、社会全体で洪水氾濫に備える必要があり、本協議会においては、発生

が想定し得る最大規模の洪水に対し「安全な場所への確実な避難」や「社会経済

被害の最小化」を目指すこととして、主に以下の取組を行うものとする。 

 

・ハード対策として、洪水を河川内で安全に流すための堤防整備や、河道掘削、

狭窄部の掘削等、円滑な避難活動や水防活動等に資するCCTVカメラや水位計等

の整備 など 

・ソフト対策として、その場に留まらない「立ち退き避難区域」の検討を行いハ
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ザードマップに反映し、プッシュ型の情報発信などリアルタイムの防災情報提

供や市町村と連携したタイムラインの整備及び検証と改善、確実な情報伝達の

ための防災行政無線、コミュニティーFM、登録制メールの周知の推進、新たな

情報伝達方法の導入の検討、市町村間での広域避難の検討、新技術を活用した

水防資機材の検討・配備、浸水継続時間の短縮を図るための排水計画の検討 な

ど 

 

このような取組を実施することにより、「水防災意識社会」の再構築を目指す

ものとする。 

 

 

  



 

8 
 

４．現状の取組状況 

 阿賀川流域における減災対策について、各構成員で現状を確認し課題を抽出

した結果、概要としては、以下のとおりである。（別紙－１参照） 

 

 

 ①情報伝達、避難計画等に関する事項 
※○：現状、●：課題（以下同様） 

項 目 現状○と課題● 

洪水時における河川

管理者からの情報提

供等の内容及びタイ

ミング 

 

 

 

 

 

 

 

○国土交通省、福島県が基準観測所の水位により水

防警報を発表している。 

○阿賀川・日橋川（国管理区間）において想定最大

規模及び河川整備基本方針に基づく計画規模の外

力による洪水浸水想定区域図を阿賀川河川事務所

のHP等で公表している。 

○避難勧告の発令判断の目安となる氾濫危険情報の

発表等の「指定河川洪水予報」を阿賀川河川事務

所と気象台の共同で実施している。日橋川では水

位到達情報の提供により水位周知を実施してい

る。 

○災害発生のおそれがある場合は、阿賀川河川事務

所長から沿川自治体の首長に情報伝達（ホットラ

イン）を実施している。 

●浸水想定区域図等が洪水に対するリスクと

して認識されていないことが懸念される。 
1 

●水位予測の精度の問題や長時間先の予測情

報不足から、水防活動の判断や住民の避難行

動の参考となりにくい。 

2 
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 ①情報伝達、避難計画等に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

避難勧告等の発令基

準 

 

○地域防災計画等に具体的な避難勧告の発令基準等

を明記している。 

○気象台・河川管理者と共同で「指定河川洪水予報」

を発表している。警報･注意報を発表している。 

○阿賀川本・支川（国管理区間）における避難勧告

等の発令に着目した防災行動計画（タイムライン）

を作成している。 

●阿賀川本・支川（県管理区間）における避難

勧告等の発令に着目したタイムライン等が

未整備であるため適切な防災情報の伝達に

対して懸念がある。 

●避難勧告等の発令に着目したタイムライン

が実態に合ったものになっているかが懸念

される。 

3 

避難場所・避難経路 ○避難場所として、公共施設を指定し、計画規模の

洪水に対する水害ハザードマップ等で周知してい

る。 

●大規模氾濫による避難者数の増加や避難場

所、避難経路が浸水する場合には、住民の避

難が適切に行えないことが懸念される。 

4 

●大規模氾濫による避難場所周辺の浸水継続

時間が長期に渡る場合には、住民等が長期に

わたり孤立することが懸念される。 

5 

●避難に関する情報は水害ハザードマップ等

で周知しているが、住民等に十分に認知され

ていないおそれがある。 

6 

●住民参加型の訓練を実施したとしても、参加

者が一部であり、大多数への周知が図られて

いないものと思われる。 

7 
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 ①情報伝達、避難計画等に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

住民等への情報伝達

の体制や方法 

○防災行政無線による避難勧告等の放送、災害情報や

緊急速報のメール配信、ＦＭラジオ、広報車による

周知等を実施している。 

○河川管理者、気象台等からWEB及び報道機関等を通

じた河川水位、ダム放流、ライブ映像情報、気象情

報などを住民等に情報提供している。 

●急激な水位上昇等における担当者による迅速

な対応が困難となるおそれがある。 
8 

●防災行政無線が現在のところ整備されていな

い地域がある。 
9 

●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りに

くい状況がある。 
10 

●WEB等により各種情報を提供しているが、住民

自らが情報を入手するまでに至っていない懸

念がある。 

11 

●災害時に国・県・市町村においてWEBやメール

配信による情報発信を行っているが、一部の

利用にとどまっているため、広く周知・啓発

を行い、利用者の拡大が求められている。 

12 

●住民の避難行動の判断に必要な防災情報や切

迫が伝わるライブ映像等が提供できていない

懸念がある。 

13 

避難誘導体制 ○避難誘導は、警察、消防機関、自主防災組織、水防

団員（消防団員）と協力して実施している。 

●災害時の具体的な避難支援や避難誘導体制が

確立されていないため、特に要配慮者等の迅

速な避難が確保できないおそれがある。 

14 
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 ②水防に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

河川水位等に係る情

報提供 

 

 

 

 

 

○河川流域総合情報システム等による河川水位、雨

量情報等を県のＨＰや報道機関を通じて伝達して

いる。 

○災害発生のおそれがある場合は、阿賀川河川事務

所長から沿川自治体の首長に情報伝達（ホットラ

イン）をしている。 

●ＨＰ等の防災情報の持つ意味やその後の対

応について共有するための継続的な広報等

が必要である。 

15 

●優先的に水防活動を実施すべき箇所の特

定・共有が難しい。 
16 

河川の巡視区間 

 

 

 

 

 

 

 

○出水期前に、自治体、水防団等と重要水防箇所の

合同巡視を実施している。また、出水時には河川

巡視を実施している。 

●河川巡視等で得られた情報について、水防団

等と河川管理者で共有が不十分であり、適切

な水防活動に懸念がある。 

17 

●水防団員が減少・高齢化等している中でそれ

ぞれの受け持ち区間全てを回りきれないこ

とや、定時巡回ができない状況にある。 

18 

●水防活動を担う水防団員（消防団員）は、水

防活動に関する専門的な知見等を習得する

機会が少なく、的確な水防活動ができないこ

とが懸念される。 

19 

水防資機材の整備状

況 

 

 

○防災ステーション、各機関の水防倉庫等に水防資

機材を備蓄している。 

●水防資機材の不足、劣化状況の確認、各機

関の備蓄情報の共有等が不十分であり、適

切な水防活動に懸念がある。 

●水防団員の高齢化や人数の減少により従来

の水防工法では迅速に実施できるか懸念が

ある。 

20 
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●鬼怒川での堤防決壊箇所の復旧内容を踏ま

え、阿賀川での堤防決壊時の資機材の再確

認が必要である。 

21 

市町村庁舎、災害拠点

病院等の水害時にお

ける対応 

〇市町村庁舎が被災した場合、防災拠点施設の代替

施設を指定している 

〇停電が発生した場合においても非常用発電機によ

り72時間分の電力を確保している。 

 
 ③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

排水施設、排水資機材

の操作・運用 

 

 

 

 

○樋門等の操作について市町村・近隣住民に委託し

ている。 

○災害時応援協定に基づき、建設業組合等に対し、

排水資器材の応援を求める体制が確立されてい

る。 

○排水ポンプ車や照明車等の災害対策車両・機器に

おいて平常時から定期的な保守点検を行うととも

に、機械を扱う職員等への訓練・教育も実施し、

災害発生による出動体制を確保している。 

○樋門の操作点検を出水期前に実施している。 

●排水すべき水のボリュームが大きく、現状の

施設配置計画では、今後想定される大規模浸

水に対する早期の社会機能回復の対応を行

えない懸念がある。 

22 

●現状において早期の社会機能回復のために

有効な排水計画がないため、既存の排水施

設、排水系統も考慮しつつ排水計画を検討す

る必要がある。 

23 

 既存ダムにおける

洪水調節の現状 

○洪水調節機能を有する大川ダム、東山ダム等で、

洪水を貯留することにより、下流域の被害を軽減

させている。 
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④河川管理施設の整備に関する事項 

項 目 現状○と課題● 

堤防等河川管理施設

の現状の整備状況及

び今後の整備内容 

 

 

 

 

○計画断面に満たない堤防や流下能力が不足する箇

所に対し、上下流バランスを保ちながら堤防整備、

河道掘削などを推進している。 

○堤防の漏水や侵食など越水以外にも洪水に対する

リスクが高い箇所について、整備を推進している。 

●計画断面に対して高さや幅が不足している

堤防や流下能力が不足している河道があり、

洪水により氾濫するおそれがある。 

24 

●堤防の漏水や侵食など越水以外にも洪水に

対するリスクが高い箇所が存在している。 
25 

●洪水に対するリスクが高いにも関わらず、住

民避難等の時間確保に懸念がある。 
26 
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５．減災のための目標 

 

円滑かつ迅速な避難や水防活動の実施、氾濫水の排水等の対策を実施することで、

各構成員が連携して平成 32 年度までに達成すべき減災目標は以下のとおりとした。 

 

 【５年間で達成すべき目標】 

氾濫流の流れが速く広範囲に被害が拡散する特性と洪水の吐

けにくい盆地の氾濫特性を踏まえ、阿賀川の大規模災害に対し、

『安全な場所への確実な避難』『社会経済被害の最小化』を目

指す。 

 ※ 大規模水害・・・・・発生が想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 

 ※ 安全な場所への確実な避難・・・・・浸水深さが２階以上（3.0m 以上）、家屋倒壊等想定区域内では水平避難が必

要であり、それ以外の浸水区域でも浸水深に応じた水平避難、垂直避難が求められる。 

 ※ 社会経済被害の最小化・・・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態 

 

上記目標の達成に向け、阿賀川などにおいて、河川管理者が実施する洪水を

安全に流す対策等、以下の取り組みを実施する。 

 

①計画の堤防断面に対して、幅が不足する弱小堤区間の解消並びに狭窄部

掘削による河道拡幅等の河道掘削 

②阿賀川の大規模水害における特徴を踏まえた避難行動の取り組み及び地域

防災力の向上 

③一刻も早く社会経済活動を回復させるための排水活動の取り組み 

 

※ 阿賀川など・・・取組は直轄管理区間の他、県管理区間のうち直轄管理区間と洪水氾濫域が重複する

区間を含む。 

  



 

15 
 

６.概ね５年で実施する取組 

 

 氾濫が発生することを前提として、社会全体で、常にこれに備える「水防災 

意識社会」を再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容は次のと

おりである。（別紙－２参照） 

 

１）ハード対策の主な取組 

 各参加機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組機関

は、以下のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■洪水を河川内で安全に流す対策 

 ＜阿賀川＞ 

・青津地区、宮古地区 
佐野目地区堤防整備 

・長井地区河道掘削 
＜日橋川＞ 

・浜崎地区堤防浸透対策 
＜県管理区間＞ 
＜洪水調節機能を有するダムの適切な施設

管理＞ 

24,25,

26 

引き続き実施 北陸地整 

福島県 

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

 ・新技術を活用した水防資機材の検討及び

配備 
19,20 

引き続き実施 北陸地整、福島県、 

会津若松市、喜多方市

、会津坂下町、会津美

里町、湯川村 

 ・円滑な避難活動や水防活動を支援するた

め、CCTVカメラ、簡易水位計や量水標等の

設置 
13,16 

平成28年度から

順次整備 

北陸地整 
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２）ソフト対策の主な取組 

 各参加機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組機関

については、以下のとおりである。 
 
①円滑かつ迅速な避難行動のための取組 
住民自らによる情報の収集、住民の避難行動に資するための情報発信等の不足

が懸念されるため、住民の適切な避難行動に資するための取組として、以下のと

おり実施する。 

 

主な取組項目 

課題の 

対応 目標時期 取組機関 

■情報伝達、避難計画等に関する取組 

 
 

・リアルタイムの情報提供やプッシュ型情 
報の発信など防災情報の充実 

9,10, 

11,12, 

13 

引き続き実施 北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・避難勧告等の発令に着目した防災行動計

画（タイムライン）の整備及び検証と改善 
3,8 

順次実施 

 

北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定

区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表 
（浸水ナビ等による公表） 

4,5,6 

平成28年度から

順次実施 

北陸地整 

福島県 

 ・立ち退き避難が必要な区域及び避難方法

の検討 4,5,6,

8,14 

平成28年度から

順次実施 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・参加自治体による広域避難計画の策定及

び支援 4,5 

平成28年度から

順次実施 

北陸地整、気象台、 

福島県、会津若松市、

会津坂下町、湯川村 

 ・広域的な避難計画等を反映した新たな洪

水ハザードマップの策定・周知 
4,5,6 

平成28年度から

順次実施 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・水位予測の検討及び精度の向上 
2 

平成28年度から

検討 

北陸地整 

 ・気象情報発信時の「危険度の色分け」や

「警報級の現象」等の改善 
13 

平成29年度から

実施 

気象台 
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※ 阿賀野川流域の減災に係る取組方針「広域避難計画」、「広域的な避難計画」とは、立ち退き避難を行う際、

地域、地形、被害などの状況によっては、隣接市町村への避難が有効な地区の避難計画をいう。 

※ 浸水ナビとは、自宅などの調べたい地点をＷＥＢサイト上で指定することにより、どの河川が氾濫した場合

に浸水するか、河川の決壊後どれくらいの時間で氾濫水が到達するか、浸水した状態がどれくらいの時間継続

するか等をアニメーションやグラフで表示するシステムをいう。 

※ 警報級の現象とは、ひとたび起これば社会的に大きな影響を与える現象をいう。 

  

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組 

 ・自治会や地域住民が参加した洪水に対す

るリスクの高い箇所の共同点検の実施 
1 

順次、毎年実施 北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・小中学校等における水災害教育を実施 

1 

引き続き実施 北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・出前講座等を活用し、水防災等に関する

説明会を開催 
1,15 

引き続き実施 北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・まるごとまちごとハザードマップを整備 
4,6,12 

順次実施 北陸地整（支援） 

※市町村と連携 

 ・効果的な「水防災意識社会」の再構築に

役立つ広報や資料を作成・配布 7,11, 

12 

H28年度から順

次実施 

北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・住民の防災意識を高め、地域の防災力の

向上を図るための自主防災組織の充実 14 

引き続き実施 会津若松市、喜多方市

、会津坂下町、会津美

里町、湯川村 
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②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組 
水防団等との情報共有の不足や、要配慮者利用施設等の自衛水防への支援不足

が懸念されるため、水防活動に対する情報共有や支援に資するための取組として、

以下のとおり実施する。 

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組 

 ・水防団等への連絡体制の確認と首長も参

加した実践的な情報伝達訓練の実施 
17 

引き続き毎年

実施 

北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・自治体関係機関や水防団が参加した洪水

に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実

施 
16,17 

引き続き毎年

実施 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・毎年、関係機関が連携した水防実働訓練

等を実施 
19,20 

引き続き毎年

実施 

北陸地整、気象台、福

島県、会津若松市、喜

多方市、会津坂下町、

会津美里町、湯川村 

 ・水防活動の担い手となる水防団・水防協

力団体の募集・指定を促進 18,20 

引き続き毎年

実施 

会津若松市、喜多方市

、会津坂下町、会津美

里町、湯川村 

 ・国・県・自治体職員等を対象に、水防技

術講習会を実施 
19 

引き続き 

実施 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計

画の検討を実施 
21 

平成28年度か

ら検討 

北陸地整 

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組 

 ・要配慮者利用施設による避難確保計画の

作成に向けた支援を実施 
14 

引き続き実施 北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

・大規模工場等への浸水リスクの説明と水

害対策等の啓発活動 
12 

引き続き実施 北陸地整（支援） 

※市町村と連携 
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③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化 
現状のポンプ車配置計画では大規模浸水の対応が行えない等の懸念があるため、

確実な住民避難等に資する取組として、以下のとおり実施する。 

 

  

主な取組項目 
課題の 

対応 
目標時期 取組機関 

■救援・救助活動の効率化に関する取組 

 ・大規模災害時の救援・救助活動等支援の

ための拠点等配置計画の検討を実施 
5,22 

平成28年度か

ら検討 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施 

 ・大規模水害を想定した阿賀川排水計画（

案）の検討を実施 
22,23 

平成28年度か

ら検討 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を

整備 
23 

引き続き毎年

実施 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 

 ・関係機関が連携した排水実働訓練の実施 

24 

引き続き毎年

実施 

北陸地整、福島県、会

津若松市、喜多方市、

会津坂下町、会津美里

町、湯川村 
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７．フォローアップ 

 
 各機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画、

河川整備計画等に反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、

継続的に取り組むことが重要である。 
 
 原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応

じて取組方針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じ

て習熟、改善を図るなど、継続的なフォローアップを行うこととする。 
 
 なお、本協議会は、今後、全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の

動向等を収集した上で、随時、取組方針を見直すこととする。 



現状の取組状況の共有とりまとめについて

別紙－１ 



現状の取組状況の共有とりまとめについて

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・浸水想定区域図等が洪水に対す
るリスクとして認識されていないこと
が懸念される。

1

・水位予測の精度の問題や長時間
先の予測情報不足から、水防活動
の判断や住民の避難行動の参考と
なりにくい。

2

・阿賀川本・支川（県管理区間）にお
ける避難勧告等の発令に着目した
タイムライン等が未整備であるため
適切な防災情報の伝達に対して懸
念がある。
・タイムラインが実態に合ったものに
なっているかが懸念される。

3

・大規模氾濫による避難者数の増
加や避難場所、避難経路が浸水す
る場合には、住民の避難が適切に
行えないことが懸念される。

4

・大規模氾濫による避難場所周辺
の浸水継続時間が長期に渡る場合
には、住民等が長期にわたり孤立
することが懸念される。

5

・避難に関する情報は水害ハザード
マップ等で周知しているが、住民等
に十分に認知されていないおそれ
がある。 6

・住民参加型の訓練を実施したとし
ても、参加者が一部であり、大多数
への周知が図られていないものと
思われる。 7

・急激な水位上昇等における担当
者による迅速な対応が困難。 8

・防災行政無線が現在のところ整備
されていない地域がある。 9

・大雨・暴風により防災行政無線が
聞き取りにくい状況がある。 10

・WEB等により各種情報を提供して
いるが、住民自らが情報を入手する
までに至っていない懸念がある。 11

・災害時に国・県・市においてWEB
やメール配信による情報発信を行っ
ているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利
用者の拡大が求められている。 12

・住民の避難行動の判断に必要な
氾濫原を共有する他水系の防災情
報や切迫が伝わるライブ映像等が
提供できていない懸念がある。

13

・災害時の具体的な避難支援や避
難誘導体制が確立されていないた
め、特に要配慮者等の迅速な避難
が確保できないおそれがある。

14

・基本方針（避難誘導
者、避難優先順位等）
は地域防災計画（資料
編）で定められている。

・下記１～３の方法によ
り住民への情報伝達を
行う
１：テレビ、ラジオ、イン
ターネット等による気象
警報等の確認
２：ハザードマップ等に
よる避難時・避難ルート
の確認
３：防災無線、携帯メー
ル等による避難準備情
報

・避難勧告等の伝達
は、防災情報システム
放送（有線屋外スピー
カー）や、町及び消防団
の広報車、、緊急速報
メール、Lアラート、町
HP等の多様な情報伝
達手段を使用し、当該
区域住民の安全確保を
図る。

・区域内の要配慮者施
設に対しても、同様の
手段、または一般加入
電話等により避難情報
の伝達・周知を行い、迅
速かつ安全に避難でき
るよう徹底を図る。

・住民が自主的に避難
するほか、災害応急対
策の第１次的責任者で
ある町長又は避難指示
を発した者がその措置
に当たる。
・避難誘導は収容先で
の救援物資の支給等を
考慮し、できれば自治
区等の単位で行う。

・エリアメール、登録制
メール、広報車での周
知。

現状と課題

(1)避難場所等
・ハザードマップ及び家
庭用防災カルテを平成
26年度に全戸配布。市
ホームページに掲載す
るほか、ハザードマッ
プ、家庭用防災カルテ、
市政だより等で随時周
知を図る。避難場所とし
て、小中学校、県立高
校、会津大学、公民館
などを指定、避難所は
小中学校を指定してい
る。

(2)避難経路
・地域と協議し、避難所
等周辺の危険箇所把
握に努め、避難誘導を
行う際には、災害の状
況に応じた避難経路の
確認を行う。（指定経路
の公表までは行ってい
ない。）

・地域防災計画で定め
た発令基準に基づき、
避難勧告等を行う。

（1）避難所
・湯川村地域防災計画
（資料編）にて策定（洪
水ハザードマップを含
む）、ＨＰにより周知。学
校等の公共施設が主。

（2）避難経路
・湯川村地域防災計画
（資料編）及び洪水ハ
ザードマップにより避難
所や避難経路につい
て、確認しておく。（避難
場所の指定はしている
が、避難経路について
は指定していない）

・地域防災計画、避難
行動計画マニュアルで
定めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

・地域防災計画、避難
行動計画マニュアルで
定めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

1)避難場所
・会津美里町地域防災
計画（一般災害対策
編）にて策定、HPにより
周知。小中学校、公民
館などの公共施設を指
定している。

（2）避難経路
・洪水時の避難経路を
指定し、当該区域住民
の安全確保を図る。
（指定経路の公表まで
は行っていない。）

・国土交通省が基準観
測所の水位により水防
警報を発表している。
・阿賀川・日橋川（国管
理区間）において想定
最大規降雨規模及び河
川整備基本方針に基づ
く計画規模の外力によ
る浸水想定区域図を阿
賀川河川事務所のHP
等で公表している。
・避難勧告の発令判断
の目安となる氾濫危険
情報の発表等の洪水
予報を阿賀川河川事務
所と気象台の共同で実
施している。日橋川で
は水位到達情報を提供
する水位周知を実施し
ている。
・災害発生のおそれが
ある場合は、阿賀川河
川事務所長から沿川自
治体の首長に情報伝達
（ホットライン）を実施し
ている。

・警察、消防及び消防
団や自主防災組織と情
報を共有し、適切な体
制でり避難誘導を行う。
・巡視で得た情報や地
域特性に応じた対応な
ど、状況に応じて総合
的な判断を行う。

・県管理区間について
浸水想定区域図を作成
するなど、自治体が作
成するハザードマップ
の作成支援を実施して
いる。

・阿賀川本・支川（国管
理区間）における避難
勧告に着目した防災行
動計画（タイムライン）を
作成している。

避難誘導
体制

・避難勧告の発令判断
の目安となる氾濫危険
情報の発表等の「指定
河川洪水予報」を阿賀
川河川事務所と気象台
の共同で実施してい
る。
・警報･注意報を発表し
ている。(警戒期間、注
意期間、ピークの時間
帯、最大雨量などの予
測値を記述)

・防災気象情報等を防
災情報提供システム等
により、自治体や報道
機関に伝達している。
・気象情報等を、自治
体や報道機関及び気象
庁ＨＰを通じて住民等
へ伝達している。

・河川水位、洪水予報、
ライブ映像等の情報を
阿賀川河川事務所HP
や報道機関を通じて伝
達している。

・湯川、宮川、田付川は
「福島県水防計画書」で
「水防警報河川」に指定
されているため、出水
により河川水位が「通
報水位」及び「警戒水
位」に達した場合、関係
市町へ「福島県水防警
報」を発令し周知してい
る。
なお、湯川において、避
難時間（リードタイム）
や出水特性（水位上昇
量等）を踏まえ、平成28
年度に基準水位の見直
しを行う予定。

・浸水想定区域図を作
成し公表するなど、自
治体が作成するハザー
ドマップの作成支援を
実施している。

・河川管理者と共同で
洪水予報を発表してい
る。
・警報･注意報を発表し
ている。(警戒期間、注
意期間、ピークの時間
帯、最大雨量などの予
測値を記述)

・河川流域総合情報シ
ステムによる河川水
位、雨量情報等を県の
ホームページを通じて
伝達している。

洪水時における
河川管理者から
の情報提供等
の内容及びタイ
ミング

避難場所・
避難経路

避難勧告等の
発令基準

住民等への情
報伝達の体制
や方法

・警察署、消防署、消防
団の協力を得て、行政
区単位に一時避難所場
所に避難住民を集合さ
えたのち、必要によりあ
らかじめ災害対策本が
指定した指定避難所に
誘導する。
誘導する際は、本部が
指定する避難経路に従
い誘導するが、場合に
よっては、状況に応じ臨
機応変に選択できるよ
う、消防団員・行政区
（自主防災組織）役員
等は、平常時から避難
経路を確認しておく。

・現在、避難行動要支
援者については民生児
童委員の協力を得て体
制を整えているが、今
後は自主防災組織の
支援も考慮する必要が
ある。

・町災害本部において
上表を整理し、避難勧
告等の情報伝達は、
HP、防災行政無線（同
報系）並びに行政区長
並びに消防団から住民
へ伝達、当該地区住民
の安全を図る。
・区域内福祉関係施設
に対しても、災害対策
本部福祉班から各施設
へ直接情報を伝達す
る。
・避難行動要支援者に
対しては、災害対策本
部福祉班から、民生児
童委員並びに支援者に
対し、同様の情報を伝
達、併せて安否確認を
行う。

・市民へ防災メール,エ
リアメールを配信。
・巡視を行い、車両から
スピーカーで広報。
・ＦＭ会津で緊急割り込
み放送を行う。
・区長会を通じて地域
住民へ避難情報の伝
達を行う。

(1)避難場所
・地域防災計画概要版
を市内全戸に配布し、
各地区において説明会
を実施した。
喜多方市地域防災計
画（資料編）にて策定、
防災パンフレット等によ
り周知。小中学校、コ
ミュニティセンターなど
の公共施設が主。

(2)避難経路
・洪水ハザードマップ等
により避難所や避難経
路について、確認して
おく。（指定経路の公表
までは行っていない。）

・地域防災計画、避難
行動計画マニュアルで
定めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

(1）避難所
・地域防災計画書にて
指定、防災マップにて
避難所等を明示、HP、
各地区コミセンにて閲
覧可能（希望者には計
画書を配布）。小中学
校、公民館などの公共
施設を指定している。

（2）避難経路
・地域防災計画上、「避
難経路は、できる限り
危険な道路、橋、堤防、
その他新たに災害発生
のおそれのある場所を
避け、安全な経路を選
定すること。この場合な
るべく身体壮健者、そ
の他適当な者に依頼し
て避難者の誘導措置を
講ずること。」としてお
り、指定経路の特に定
めていない。
しかしながら、緊急輸送
路は、各避難所に通じ
る路線すべてを第１次
から第３次各路線として
指定ししていることか
ら、当該路線を関係機
関と連携し、道路啓開
に当たる。

・地域防災計画、避難
行動計画マニュアルで
定めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。



　②水防に関する事項

項　　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・HP等の防災情報の持つ意味やそ
の後の対応について共有するため
の継続的な広報等が必要である。

15

・優先的に水防活動を実施すべき
箇所の特定・共有が難しい。

16

・河川巡視等で得られた情報につい
て、水防団等と河川管理者で共有
が不十分であり、適切な水防活動
に懸念がある。

17

・水防団員が減少・高齢化等してい
る中でそれぞれの受け持ち区間全
てを回りきれないことや、定時巡回
ができない状況にある。

18

・水防活動を担う水防団員（消防団
員）は、水防活動に関する専門的な
知見等を習得する機会が少なく、的
確な水防活動ができないことが懸
念される。

19

・水防資機材の不足、劣化状況の
確認、各機関の備蓄情報の共有等
が不十分であり、適切な水防活動
に懸念がある。
・水防団員の高齢化や人数の減少
により従来の水防工法では迅速に
実施できるか懸念がある。

20

・鬼怒川での堤防決壊箇所の復旧
内容を踏まえ、阿賀川での堤防決
壊時の資機材の再確認が必要であ
る。

21

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項

項　　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・排水すべき水のボリュームが大き
く、現状の施設配置計画では、今後
想定される大規模浸水に対する早
期の社会機能回復の対応を行えな
い懸念がある。

22

・現状において早期の社会機能回
復のために有効な排水計画がない
ため、既存の排水施設、排水系統
も考慮しつつ排水計画を検討する
必要がある。

23

　④河川管理施設の整備に関する事項

項　　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・計画断面に対して高さや幅が不足
している堤防や流下能力が不足し
ている河道があり、洪水により氾濫
するおそれがある。

24

・堤防の漏水や侵食など越水以外
にも洪水に対するリスクが高い箇所
が存在している。 25

・洪水に対するリスクが高いにも関
わらず、住民避難等の時間確保に
懸念がある。 26

・出水期前に、自治体、
水防団等と重要水防箇
所の合同巡視を実施し
ている。
・出水時には河川巡視
を実施している。

・会津美里町地域防災
計画第3版（一般災害
対策編）P97の伝達系
統図の通り。

現状と課題
・河川の水位が水防団
待機水位に達した場
合、水防団等関係機関
に周知。

現状と課題

・出水期前に、河川事
務所、県と重要水防箇
所の合同巡視を実施し
ている。
・河川水位の上昇が見
込まれる場合は市及び
水防団が危険箇所の
巡視を行う。

・水防計画により消防
団各分団の受け持ち区
間を定めている。
宮川（両岸）・阿賀川
（左岸）・旧宮川（和泉
川原・茶屋町周辺）

・水防団待機水位に達
すると、水防団等関係
機関で河川の巡視警戒
を実施している。

・水防団待機水位に達
すると水防団に出動で
きる態勢を依頼し、必要
に応じて河川の巡視を
実施している。

・災害時応援協定に基
づき、建設業組合及び
アクティオに対し、排水
資器材の応援を求め
る。

・排水施設の近くの方
に委託している。

現状と課題

・災害対応時において、
仮に停電が発生した場
合においても非常用発
電機により120時間分
の電力を確保し、引き
続き防災気象情報の発
表が可能となっている。

水防資機材の
整備状況

既存ダムにおけ
る洪水調節の現
状

・消防ポンプによる排水
作業を実施している。

記載なし。

・水防倉庫並びに備蓄
資材の準備状況につい
て、水防計画書に記載
している。

・河川流域総合情報シ
ステムによる河川水
位、雨量情報等を県の
HPを通じて伝達してい
る。
・異常気象時における
職員参集体制におい
て、情報提供できる職
員を必ず配備している。

堤防等河川管
理施設の現状
の整備状況及び
今後の整備内
容

・固定堰であった洗堰
の改修が平成２５年６
月に完了したことから、
平成２６年度に湯川・古
川合流点を一部河道開
削した。平成２７年度
は、国管理界直上流の
河道掘削を実施し、今
後下流から順次、環境
への影響を極力抑える
よう、湯川・古川の河道
開削を進めている。

・計画断面に満たない
堤防や流下能力が不
足する箇所に対し、上
下バランスを保ちながら
堤防整備、河道掘削な
どを推進している。
・堤防の漏水や侵食な
ど越水以外にも水害リ
スクが高い箇所につい
て、整備を推進してい
る。

・東山ダムでは自然調
整方式で運用し、下流
域の被害を軽減させて
いる。

・水防資機材について
は、水防管理団体が水
防倉庫等に備蓄してい
るが、河川管理者が持
つ資機材も水防計画に
基づき緊急時に提供で
きる状態である。
・劣化しやすい資材を
重点的に更新すること
とし、機材が適正に稼
働するかの確認を１回
／月程度行っている。

河川水位
等に係る
情報提供

河川の
巡視区間

市町村庁舎、災
害拠点病院等
の水害時におけ
る対応

・停電が発生した場合
においても非常用発電
機により72時間分の電
力を確保している。

排水施設、排水
資機材の操作・
運用

・排水ポンプ車や照明
車等の災害対策車両・
機器において、平常時
から定期的な保守点検
を行うとともに、機械を
扱う職員等への訓練・
教育も実施し、災害発
生による出動体制を確
保している。
・樋門の操作点検を出
水期前に実施してい
る。

・防災ステーション、水
防倉庫等に水防資機材
を備蓄している。

・洪水調節機能を有す
るダムで洪水を貯留す
ることにより、下流域の
被害を軽減させてい
る。

・洪水時の水門や樋管
等の閉鎖等他動的原
因による湛水歴のある
地域については、新た
な排水施設や改良工事
を施行し、必要な浸水
対策を図る。

・ライフジャケットなど水
防用資材を水防倉庫に
計画的に配備。
・市内10箇所に土のう
置き場を設け、出水時
に住民が自由に使用可
能な状態である。

・樋門等の操作につい
て市町村に委託してい
る。

・はん濫注意水位に達
し、今後も水位が上昇
し続けると判断される場
合、関係機関に周知。

○情報伝達ルート
水防計画書　「７水防に
関する連絡体制」のと
おり

・水防警報等を受けた
場合は、水防団に依頼
し河川の巡視を実施し
ている。
また、水位上昇が見込
まれる場合は、防災行
政無線、広報車、コミュ
ニティＦＭなどにより周
知する。

・１つ以上の気象警報
が発表された場合、防
災情報メールによる市
民への広報を行う。
・水位上昇により避難
準備情報等を発令する
場合、緊急速報メー
ル、防災情報メール、
市HP、ＦＭあいづ、消
防団による広報、区長
への連絡などにより周
知する。

・災害発生のおそれが
ある場合は、阿賀川河
川事務所長から沿川自
治体の首長に情報伝達
（ホットライン）をしてい
る。
・河川水位、洪水予報、
ライブ映像等の情報を
WEBや報道機関を通じ
て伝達している。

・河川管理者と共同で
洪水予報を発表し、報
道機関等を通じて伝達
している。

・市庁舎が被災した場
合、防災拠点施設の代
替施設として水道部、
北会津支所、河東支
所、生涯学習センター
を指定する。
・会津若松医師会と連
携し、臨時救護所から
重症病者を搬送できる
医療機関を確保する。

・本庁舎が被災した場
合または被災するおそ
れのある場合は、状況
に応じて市内の公共施
設を代替施設とする。
・喜多方医師会と連携
し、傷病者を搬送できる
医療機関を確保する。

・本庁舎が被災した場
合または被災するおそ
れがある場合は、中央
公民館に災害対策本部
を設置（業務継続計画
より）
・浸水想定区域内にあ
る福祉等関係事業所に
対し、水防計画の定め
のとおり関係事業所に
早め情報伝達を図る。

・災害対策本部設置場
所である高田庁舎が被
災した場合または被災
するおそれがある場合
は、新鶴庁舎に災害対
策本部を設置する。

・庁舎が被災した場合、
村公民館等の他公共
施設に災害対策本部を
設置。

・水防計画により整備

○町保有の水防資材
水防計画書「第１０ 水
防資材－１ 町水防備
蓄器材・資材一覧表」
のとおり

・道の駅（水防セン
ター）に水防資機材を
整備した。（Ｈ２６）

・河川事務所等と連携
し、排水ポンプ車により
排水。

・水防警報を受けたとき
は、直ちに各河川の水
防受持区域の水防団
分団長（消防団分団
長）に対し通報を通知
し、必要団員を河川及
び水門、樋門等の巡視
を行うよう指示する。

・今年度はUV対応の土
のう袋等を購入し、各
地区に土のう置場を設
置した。

・市街地、重要水防区
域等、特に巡視を強め
る必要のある区間につ
いては、出水時に河川
巡視を実施している。そ
の他区間についても日
常的に巡視を実施して
いる。



現状の取組状況の共有とりまとめについて(詳細版)

　本資料は各市町の地域防災計画(いずれもホームページで公開)記載事項の抜粋を主として作成。

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村

避難場所・
避難経路

(1)避難場所・避難所
市ホームページに掲載するほか、ハザード
マップ、家庭用防災カルテ、市政だより等で随
時周知を図る。「避難場所」として、小中学
校、県立高校、会津大学、公園及び体育館等
を指定。なお、公共施設以外にも、民間事業
所等の協力を得て、避難場所の指定を行う。
また、「避難所」は、原則として小中学校を指
定し、加えて民間事業所等の協力により基準
を満たす地域の民間事業所の施設等につい
ても指定する。なお、地区公民館やコミュニ
ティセンターは、自主避難者等の一時的な受
け入れ施設として位置づける。

(2)避難経路
地域と協議し、避難場所や避難所等周辺の
危険箇所把握に努め、避難誘導を行う際に
は、災害の状況に応じた避難経路を明らかに
するとともに、広域避難が必要な場合に備え
て、そのルートの確認を行う。（指定経路の公
表までは行っていない。）

※市地域防災計画　第２編　災害予防計画
第５章　避難・誘導体制づくり　より

(1)避難場所
喜多方市地域防災計画（資料編）にて策
定、防災パンフレット等により周知。小中学
校、コミュニティセンターなどの公共施設が
主。

(2)避難経路
洪水ハザードマップ等により避難所や避難
経路について、確認しておく。（指定経路の
公表までは行っていない。）

(3)避難の考え方、避難所の位置、避難に
あたっての注意事項等を、避難所案内標
識灯の設置、広報誌や防災パンフレット等
の配布、ハザードマップの作成及び配布、
市ホームページへの掲載、防災訓練等の
実施などの方法により住民に周知徹底を
図る。

※喜多方市地域防災計画H26.11

(1）避難所
・地域防災計画書にて指定（資料編１７指定避難
所、１８指定緊急避難場所）
・防災マップにて避難所等を明示
・HP、各地区コミセンにて閲覧可能（希望者には
計画書を配布）

（２）避難経路
地域防災計画上、「避難経路は、できる限り危険
な道路、橋、堤防、その他新たに災害発生のおそ
れのある場所を避け、安全な経路を選定するこ
と。この場合なるべく身体壮健者、その他適当な
者に依頼して避難者の誘導措置を講ずること。」
としており、指定経路の特に定めていない。
しかしながら、緊急輸送路は、各避難所に通じる
路線すべてを第１次から第３次各補選として指定
ししていることから、当該路線を関係機関と連携
し、道路啓開に当たる。

1)避難場所
会津美里町地域防災計画（一般災害対策
編）にて策定、HPにより周知。小中学校、公
民館などの公共施設を指定している。

（2）避難経路
　洪水時の避難経路を指定し、当該区域住
民の安全確保を図る。　（指定経路の公表ま
では行っていない。）

※会津美里町地域防災計画第3版（一般災
害対策編）P52～Ｐ53、P126

（１）避難所
湯川村地域防災計画（資料編）にて策定（洪水ハ
ザードマップを含む）、ＨＰにより周知。学校等の公
共施設が主。

（２）避難経路
・湯川村地域防災計画（資料編）及び洪水ハザー
ドマップにより避難所や避難経路について、確認
しておく。（避難場所の指定はしているが、避難経
路については指定していない）

住民等への
情報伝達の
体制や方法

・総合的な情報提供は、市ホームページを基
本とし、また、通信連絡手段として防災メール
をはじめとする携帯メールやＳＮＳ等を活用。
さらには、広報チラシ等も活用。

・最新の災害情報は、市のホームページで公
表するものとし、一定程度情報を整理した内
容を広報チラシ、ＦＭラジオ、テレビ等で周
知。

・要配慮者の中で、自力での避難行動が困難
である高齢者や障がい者等については、避難
行動要支援者と位置づけ、名簿登録や個別
支援計画等の作成を行う。また、広く関係者
による支援体制を構築するため、対象者の本
人同意による地域や関係機関への名簿情報
提供を進めるとともに、個人情報保護に配慮
しながら、災害時には支援関係者に情報を提
供できる体制を構築する。

市地域防災計画　第２編　災害予防計画　第
９章　災害時に備えた要配慮者の安全確保
及び　第３編　災害応急対策計画　第４章　災
害時の広報　より

・災害が発生し、又は発生するおそれのあ
る場合は、市防災会議委員はそれぞれの
属する機関を通じ災害に関する情報の収
集に努めるものとし、収集した情報等はす
みやかに市防災会議会長あて通報するも
のとする。

・市防災会議会長は、収集した情報等につ
いて関係機関の業務等に連絡するもの
は、市防災会議委員又は関係災害対応責
任者に通報するものとする。

下記１～３の方法により住民への情報伝達
を行う
１：テレビ、ラジオ、インターネット等による
気象警報等の確認
２：ハザードマップ等による避難時・避難
ルートの確認
３：防災無線、携帯メール等による避難準
備情報

※喜多方市地域防災計画　Ｈ26.11

（1）避難準備情報・避難勧告・避難指示の伝達は
○住民等への伝達
・防災行政無線（同報系）・広報車・消防車両
・自主防災組織（行政区長）－電話・fax
・公式HP
○避難行動要支援者
・支援者事前登録者－電話・fax
・避難行動要支援者－電話・fax
にて迅速に伝達する。
○防災関係機関－電話・fax

避難行動計画により

・避難準備情報、避難勧告等の伝達は、防災
情報システムと併用して、広報車による伝達
や、携帯電話への緊急速報メール、自主防
災組織等による声かけ等、あらゆる手段を用
いて避難情報が迅速かつ確実に住民に伝達
できるような体制を整備するとともに、住民に
対して使用する伝達手段を周知する。

・浸水想定区域内の要配慮者が利用する施
設について、当該施設の利用者の洪水時の
円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう、
洪水予報、避難準備情報、避難判断水位（特
別警戒水位）到達情報、避難勧告及び避難
指示の各情報について、防災情報システム
放送、一般加入電話及び車両広報を軸として
伝達を行う。

※会津美里町地域防災計画第3版（一般災
害対策編P73、P123）

・エリアメール、登録制メール、広報車での周知。

避難勧告等
の発令基準

(1)避難準備情報
阿賀川（馬越）洪水予報河川
ア～エのいずれか１つに該当する場合
ア　水位が避難判断水位に到達し、かつ、上
流域の河川水位が上昇している場合
イ　水位が避難判断水位に到達し、かつ、は
ん濫警戒情報において引き続きの水位上昇
が見込まれている場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が避難判
断水位に到達すると見込まれる場合
エ　漏水等が発見された場合

阿賀川以外の河川（水位周知河川）
ア　水位が避難判断水位に到達した場合
イ　水位がはん濫注意水位に到達し、上流域
の水位や降雨状況、気象情報から、なお上昇
が見込まれる場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が避難判
断水位に到達すると見込まれる場合
エ　漏水等が発見された場合

（2）避難勧告
阿賀川（馬越）洪水予報河川
ア　水位が氾濫危険水位に到達した場合
イ　水位が避難判断水位を超えた状態で、は
ん濫警戒情報の水位予測により、急激な水位
上昇による氾濫のおそれのある場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が氾濫危
険水位に到達すると見込まれる場合
エ　異常な漏水等が発見された場合

阿賀川以外の河川（水位周知河川）
ア　水位が氾濫危険水位に到達した場合
イ　水位が避難判断水位に到達し、上流域の
水位や降雨状況、気象情報から、なお　上昇
が見込まれる場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が氾濫危
険水位に到達すると見込まれる場合
エ　異常な漏水等が発見された場合

（3）避難指示
阿賀川（馬越）洪水予報河川
ア　水位が堤防天端高に到達するおそれが
高い場合
イ　異常な漏水の進行や亀裂・すべり等によ
り決壊のおそれが高まった場合
ウ　決壊や越水・溢水の発生又は氾濫発生情
報が発表された場合
エ　樋門・水門等の施設の機能支障が発見さ
れた場合（避難対象はエリアを限定する）

阿賀川以外の河川（水位周知河川）
ア　水位が堤防高に到達するおそれがある場
合
イ　異常な漏水の進行や亀裂・すべりの発生
等により決壊のおそれが高まった場合
ウ　決壊や越流が発生した場合
エ　樋門・水門等の施設の機能支障が発見さ
れた場合（避難対象はエリアを限定する）

※市防災計画　第３編　災害応急対策計画
第６章　避難対策　より

(1)避難準備情報
・関係する河川の観測所において、氾濫注
意水位（警戒水位）を超え、かつ当該河川
上流域の水位・気象予報等から引き続き
水位の上昇が見込まれる場合
【氾濫注意水位】
１．日橋川（南大橋観測所）３．２０ｍ
２．阿賀川（山科観測所）２．７０ｍ
３．大塩川(熊倉観測所）１．８０ｍ
４．田付川(高吉観測所)１．２０ｍ
５．濁川（半在家観測所）１．２０ｍ
６．濁川（山郷道下観測所）１．８０ｍ
７．一の戸川（寺内観測所）１．５０ｍ

(2)避難勧告
・関係する河川の観測所において、氾濫危
険水位（警戒水位）に達することが見込ま
れる場合、及び避難判断水位に達し、さら
に水位の上昇が見込まれる場合
・堤防の決壊につながるような漏水等を発
見した場合
【避難判断水位】
１．日橋川（南大橋観測所）３．８４ｍ
２．阿賀川（山科観測所）６．２８ｍ

(3)避難指示
・災害の前兆現象の発生や現在の逼迫し
た状況から、災害の発生する危険性が非
常に高いと判断された場合（関係する河川
の観測所において、はん濫危険水位を超
え、さらに水位の上昇が見込まれる場合
等）
【氾濫危険水位】
１．日橋川（南大橋観測所）４．９６ｍ
２．阿賀川（山科観測所）７．６０ｍ

※喜多方市地域防災計画　H26.11

（１）避難準備情報
・関係する河川の観測所において、氾濫危険水
位を超え引き続き水位の上昇が見込まれる場
合。
【宮古観測所】
○上開津、中開津、新村、海老沢、金上、村田新
田、太田谷地の各行政区
・避難判断水位（4.00ｍ）に到達
・２時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
○束原、細工名、村田、履形、五香（堤防の近傍
地区）の各行政区
・避難判断水位（4.00ｍ）に到達
・３時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
【山科観測所】
○西青津、三谷、和泉川原、中政所、大上の各行
政区
・避難判断水位（6.30ｍ）に到達
・２時間後に氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達
○立川、沼越、青木、青津（堤防の近傍地区）の
各行政区
・避難判断水位（6.30ｍ）に到達
・３時間後に氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達

（２）避難勧告
・関係する河川の観測所において、氾濫危険水
位に達し、引き続き水位の上昇が見込まれる場
合。
または、河川管理施設の異常が確認された場
合。
【宮古観測所】
○上開津、中開津、新村、海老沢、金上、村田新
田、太田谷地の各行政区
・氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
・２時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
○束原、細工名、村田、履形、五香（堤防の近傍
地区）の各行政区
・１時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
【山科観測所】
○西青津、三谷、和泉川原、中政所、大上の各行
政区
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
・氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達
○立川、沼越、青木、青津（堤防の近傍地区）の
各行政区
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
・１時間後に氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達

（３）避難指示
・災害の前兆現象の発生や現在の逼迫した状況
から、災害の発生する危険性が非常に高いと判
断された場合。
【宮古観測所】
○上開津、中開津、新村、海老沢、金上、村田新
田、太田谷地の各行政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
○束原、細工名、村田、履形、五香（堤防の近傍
地区）の各行政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
・氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
【山科観測所】
○西青津、三谷、和泉川原、中政所、大上の各行
政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
○立川、沼越、青木、青津（堤防の近傍地区）の
各行政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
・氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達

避難行動計画により

避難準備情報
 観測所において、避難判断水位を超過した
場合、はん濫警戒情報等の水位予測におい
て、今後更に水位の上昇が見込まれる場合
 堤防において漏水や侵食等が発見された
場合
（避難が必要な状況が夜間・早朝になると想
定される場合の判断基準）
 判断する時点（夕刻）での河川の水位、今
後の気象予測等から、夜間・早朝に別表の観
測所において避難判断水位を超過すること
が見込まれる場合
 降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近、
通過し、多量の降雨が見込まれる場合

避難勧告
 観測所において、避難判断水位を超過した
場合、はん濫警戒情報等の水位予測により、
水位が計画高を超過することが見込まれる
場合、又は、急激な水位上昇によるはん濫の
おそれがある場合
 観測所において、はん濫危険水位を超過し
た場合のうち、今後の気象情報等から避難
指示を発令するまでには至らない場合
 流域雨量指数が警報値に達した場合
 異常な漏水等が発見された場合
（避難が必要な状況が夜間・早朝になると想
定される場合の判断基準）
 判断する時点（夕刻）での河川の水位、今
後の気象予測等から、夜間・早朝にはん濫危
険水位を超過することが見込まれる場合、若
しくははん濫が発生すると見込まれる場合

避難指示
 観測所において、はん濫危険水位を超過し
た場合のう　ち、今後更に水位の上昇が見込
まれる場合、又は計画高水位に到達するお
それが高い場合（越水・溢水のおそれのある
場合）
 堤防における異常な漏水の進行や亀裂・す
べり等により、決壊のおそれが高まった場合
 堤防の決壊や越水・溢水の発生又ははん
濫発生情報が発表された場合

※会津美里町避難勧告等の判断・伝達マ
ニュアルより

避難準備情報
・人的被害の発生する可能性が高まった場合にお
いて、避難行動に時間を要する者が避難行動を
開始する必要があると認められるとき。
避難勧告
・災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、特に必要があると認められるとき。
避難指示
・災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、特に必要があると認められるとき。



　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
住民が自主的に避難するほか、災害応急対
策の第１次的責任者である町長又は避難指
示を発した者がその措置に当たる。

(1)避難経路は、できる限り危険な道路、橋、
堤防、その他新たに災害発生のおそれのあ
る場所を避け、安全な経路を選定すること。
この場合なるべく身体壮健者、その他適当な
者に依頼して避難者の誘導措置を講ずる。
(2)危険な地点には標示、なわ張りを行うほ
か、状況により誘導員を配置し安全を期す
る。
(3) 高齢者や障がい者等の要配慮者につい
ては、適当な場所に集合させ、車両等による
輸送を行う。
(4) 誘導中は事故防止に努めること。
(5) 避難誘導は収容先での救援物資の支給
等を考慮し、できれば自治区等の単位で行
う。

※会津美里町地域防災計画（第3版）Ｐ123～
P124

　②水防に関する事項

項　　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村

河川水位
等に係る
情報提供

市地域防災計画P９６、９７の「関係機関災害
情報連絡系統図」の通り。

　気象状況および洪水予報の通知は、福
島地方気象台から福島県災害対策課を介
して気象情報等メール配信システムにより
伝達する。

　喜多方市から、市防災行政無線（同報
系）、コミュニティ放送、市及び消防の広報
車、サイレン、インターネット等多様な情報
伝達手段を使用し、当該区域住民の安全
確保を図るものとする。

※喜多方市地域防災計画H26.11

・災害対策本部より直接消防団へ連絡
・防災行政無線（同報系）を通じて各水位超過ご
とに周知。状況により水防団（消防団・行政区）へ
直接連絡をする。

避難行動計画により

会津美里町地域防災計画第3版（一般災害
対策編）P97の伝達系統図の通り。

※会津美里町地域防災計画第３版より

・河川の水位が水防団待機水位に達した場合、水
防団等関係機関に周知。

河川の
巡視区間

・次の事態が生じた場合には、出動指令を発
し、速やかに所轄の水防団を非常配備につ
かせる。
⑴　水防管理者が自らの判断により必要と認
めたとき。
⑵　所轄河川等が氾濫注意水位（警戒水位）
に達する等、治水上の危険が生じたとき。
⑶　水防法第16条による水防警報が発表され
たとき。
⑷　その他、県地方水防本部からの指示が
あったとき。

※市水防計画より

・消防団の各分団受持区域あり、出動指令
を受けて巡視を実施する。

・消防団の各分団受持区域一覧表の通り。

水防計画書第１１水防活動等８河川、堤防の巡
視等により

水防警報を受けたときは、直ちに各河川の水
防受持区域の水防団分団長（消防団分団
長）に対し通報を通知し、必要団員を河川及
び水門、樋門等の巡視を行うよう指示する。

※会津美里町防災計画書第3版（一般災害
対策編）P112

・水防団待機水位に達すると、水防団等関係機関
で河川の巡視警戒を実施している。

水防資機材
の整備状況

・水防倉庫並びに備蓄資材の準備状況につ
いて、水防計画資料編に記載している。

※市水防計画より

・災害対策本部として使用する場所は、災
害対策活動の拠点として有効に機能する
よう、あらかじめ特定しておくとともに、非常
通信設備、ファクシミリ、複写機等の必要な
備品ならびに必要図書、帳票類を平常時
から整備しておく。
・本庁舎では、非常用電源施設となってい
る。

・水防資材備蓄一覧表の通り。

水防計画書第１０水防資器材のとおり

・水防倉庫並びに備蓄資材の準備状況につ
いて、水防計画書に記載している。

※会津美里町水防計画書H28.3　P14

・道の駅（水防センター）に水防資機材を整備し
た。（Ｈ２６）

市町村庁
舎、災害拠
点病院等の
水害時にお
ける対応

・防災拠点施設の代替施設として、生涯学習
総合センター（會津稽古堂）、水道部庁舎、北
会津支所、河東支所を指定。

・会津若松医師会等の協力により、医療施設
等について調査を行い、被災状況等を把握。
被災状況に応じて、入院患者等の転院等の
対応が必要な場合は、消防署等関係機関と
の連携のもと対応し、救護所から搬送される
重傷病者の収容医療機関を確保。

※市地域防災計画　第２編　災害予防計画
第１章　災害に強い体制づくり、及び第３編
災害応急対策計画　第８章　応急医療・救護
対策　より

・本庁舎が被災した場合または被災するおそれが
ある場合は、中央公民館に災害対策本部を設置
（業務継続計画より）
・浸水想定区域内にある福祉等関係事業所に対
し、水防計画の定めのとおり関係事業所に早め
情報伝達を図る。

記載なし。

※会津美里町防災計画書第3版（一般災害
対策編）より

・庁舎が被災した場合、村公民館等の他公共施設
に災害対策本部を設置。

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項

項　　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村

排水施設、
排水資機材
の操作・運
用

・あらかじめ関係機関での緊急時連絡体制を
構築するとともに、ポンプ車による排水装備、
さらには土嚢など対応に必要な資材・機材・
装備の充実に努める。

※市地域防災計画　第２編　災害予防計画
第４章　地震以外の災害対策　より

水防計画により
第16　排水樋管及び河川水門等管理
　水門の操作責任者は、ゲート等の操作を確実に
実施し、水害の発生を未然に防止するものとす
る。
　　また、水門（樋門等）の管理者は、危機の異常
等により操作が不可能または著しき困難となった
ときは、水防団等の応援を要請し、適切な処置を
講ずる。により実施。

洪水時の水門や樋管等の閉鎖等他動的原
因による湛水歴のある地域については、新た
な排水施設や改良工事を施行し、必要な浸
水対策を図る

※会津美里町防災計画書第3版（一般災害
対策編）P31

消防ポンプによる排水作業を実施している。

避難誘導
体制

・警察署や消防と連携して以下の対策に取り
組み、住民が円滑に避難できる体制を整備す
る。また、災害時応援協定を締結している警
備会社等が、これに協力する体制で行う。
①.避難誘導体制の整備
　大規模災害発生時に避難場所への円滑な
誘導を行うため、地域の危険箇所等を踏まえ
た避難誘導体制・方法を検討し、災害時に備
える。
②.広報活動の推進
　大規模災害発生時に避難者の避難行動の
円滑な実施と緊急車両の通行を確保するた
め、日頃から適切な広報活動を行う。
③.避難行動要支援者の避難支援
　災害時において、自主避難が困難な高齢者
や障がい者等の「避難行動要支援者」につい
ては、避難行動準備情報の提供や地域によ
る対応など、早期に避難できる体制の整備に
努める。

・観光客等に公共交通機関運行情報や避難
所・避難場所情報等をホームページ等を活用
して周知し、避難誘導する体制づくりを進め
る。

市地域防災計画　第２編　災害予防計画　第
５章　避難・誘導体制づくり　より

(1)避難誘導者
　喜多方警察署、消防機関の職員及び団
員が実施するものとし、自治会あるいは職
場、学校等を単位とした集団避難を行う。
また事前に誘導責任者を定めておくものと
する。

（2）避難誘導
　避難場所の看板に災害ごとの表示を行
い、避難場所を避難者に徹底させるため、
広報宣伝を行う。また災害の規模等により
避難場所および避難経路を臨機応変に選
択等対処できるよう誘導責任者は平常か
ら心がけておくものとする。

（3）避難順位
　誘導に当たっては、高齢者、障害者、乳
幼児、病人等の要援護対象者を優先する
ものとする。自力で避難できない場合、ま
たは避難経路中危険がある場合、寝たきり
老人、子供の避難については出来るだけ
車両を利用して行う。

※喜多方市地域防災計画H26.11

(1)避難誘導者
・警察署・消防機関の職員・水防団員(消防団
員）・行政区（自主防災組織）・町職員
が実施する。

（2）避難誘導
・避難経路は、できる限り危険な道路、橋、堤防、
その他新たに災害発生のおそれのある場所を避
け、安全な経路を選定すること。この場合なるべく
身体壮健者、その他適当な者に依頼して避難者
の誘導措置を講ずること。
・危険な地点には標示やなわ張りを行うほか状況
により誘導員を配置し安全を期すこと。
・高齢者や障がい者等の要配慮者については、
適当な場所に集合させ、車両等による輸送を行う
こと。
・誘導中は事故防止に努める。
・避難誘導は受入先での救援物資の支給等を考
慮し、できるかぎり町内会等の単位で行うこと。

（3）避難順位
・要配慮者を含め、避難の順位は、おおむね次の
順序によるものとする。
　　ア　傷病者
　　イ　高齢者等要配慮者
　　ウ　歩行困難な者
　　エ　幼児
　　オ　学童
　　カ　女性
　　キ　上記以外の一般住民
　　ク　災害応急対策従事者
　　ケ　ペット
・避難行動要支援者の避難支援
　避難行動要支援者の生命または身体を保護す
るため、災害発生時には、避難支援等関係者が、
あらかじめ町から提供された避難行動要支援者
名簿を基に避難支援等を行うとともに、町は平時
からの情報提供について同意していない避難行
動要支援者についての情報も、避難支援等関係
者その他の者に提供し、避難支援等の協力を要
請する。
（１）避難支援等関係者等の対応原則
　　　避難支援等関係者はあらかじめ町から提供
され　ている避難行動要支援者名簿に基づき避
難行動要支援者の避難支援等を行うが、避難支
援等の実施に当たっては、避難支援等関係者本
人または家族等の生命または身体の安全を守る
ことを前提とした上で、できる範囲で行うものとす
る。
　（２）避難支援等関係者等の安全確保措置
　　　　町は、避難行動要支援者及び避難支援等
関係者に対して、避難の必要性や避難行動要支
援者名簿の活用等について説明するとともに、避
難支援等を行う避難支援等関係者の安全確保の
ための措置をとる。

地域防災計画により

・基本方針（避難誘導者、避難優先順位等）は地
域防災計画（資料編）で定められている。



現状の取組状況の共有とりまとめについて

別紙－１



現状の取組状況の共有とりまとめについて

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・浸水想定区域図等が洪水に対する
リスクとして認識されていないことが
懸念される。

1

・水位予測の精度の問題や長時間
先の予測情報不足から、水防活動
の判断や住民の避難行動の参考と
なりにくい。

2

・阿賀川本・支川（県管理区間）にお
ける避難勧告等の発令に着目したタ
イムライン等が未整備であるため適
切な防災情報の伝達に対して懸念
がある。
・タイムラインが実態に合ったものに
なっているかが懸念される。

3

・大規模氾濫による避難者数の増加
や避難場所、避難経路が浸水する
場合には、住民の避難が適切に行
えないことが懸念される。

4

・大規模氾濫による避難場所周辺の
浸水継続時間が長期に渡る場合に
は、住民等が長期にわたり孤立する
ことが懸念される。

5

・避難に関する情報は水害ハザード
マップ等で周知しているが、住民等
に十分に認知されていないおそれが
ある。 6

・住民参加型の訓練を実施したとし
ても、参加者が一部であり、大多数
への周知が図られていないものと思
われる。 7

・急激な水位上昇等における担当者
による迅速な対応が困難。 8

・防災行政無線が現在のところ整備
されていない地域がある。 9

・大雨・暴風により防災行政無線が
聞き取りにくい状況がある。 10

・WEB等により各種情報を提供して
いるが、住民自らが情報を入手する
までに至っていない懸念がある。 11

・災害時に国・県・市においてWEBや
メール配信による情報発信を行って
いるが、一部の利用にとどまってい
るため、広く周知・啓発を行い、利用
者の拡大が求められている。 12

・住民の避難行動の判断に必要な
氾濫原を共有する他水系の防災情
報や切迫が伝わるライブ映像等が
提供できていない懸念がある。

13

・災害時の具体的な避難支援や避
難誘導体制が確立されていないた
め、特に要配慮者等の迅速な避難
が確保できないおそれがある。

14

(1)避難場所
・地域防災計画概要版
を市内全戸に配布し、
各地区において説明会
を実施した。
喜多方市地域防災計画
（資料編）にて策定、防
災パンフレット等により
周知。小中学校、コミュ
ニティセンターなどの公
共施設が主。

(2)避難経路
・洪水ハザードマップ等
により避難所や避難経
路について、確認してお
く。（指定経路の公表ま
では行っていない。）

・地域防災計画、避難行
動計画マニュアルで定
めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

(1）避難所
・地域防災計画書にて
指定、防災マップにて避
難所等を明示、HP、各
地区コミセンにて閲覧可
能（希望者には計画書
を配布）。小中学校、公
民館などの公共施設を
指定している。

（2）避難経路
・地域防災計画上、「避
難経路は、できる限り危
険な道路、橋、堤防、そ
の他新たに災害発生の
おそれのある場所を避
け、安全な経路を選定
すること。この場合なる
べく身体壮健者、その他
適当な者に依頼して避
難者の誘導措置を講ず
ること。」としており、指
定経路の特に定めてい
ない。
しかしながら、緊急輸送
路は、各避難所に通じ
る路線すべてを第１次
から第３次各路線として
指定ししていることか
ら、当該路線を関係機
関と連携し、道路啓開に
当たる。

・地域防災計画、避難行
動計画マニュアルで定
めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

・町災害本部において
上表を整理し、避難勧
告等の情報伝達は、
HP、防災行政無線（同
報系）並びに行政区長
並びに消防団から住民
へ伝達、当該地区住民
の安全を図る。
・区域内福祉関係施設
に対しても、災害対策本
部福祉班から各施設へ
直接情報を伝達する。
・避難行動要支援者に
対しては、災害対策本
部福祉班から、民生児
童委員並びに支援者に
対し、同様の情報を伝
達、併せて安否確認を
行う。

・市民へ防災メール,エリ
アメールを配信。
・巡視を行い、車両から
スピーカーで広報。
・ＦＭ会津で緊急割り込
み放送を行う。
・区長会を通じて地域住
民へ避難情報の伝達を
行う。

・警察署、消防署、消防
団の協力を得て、行政
区単位に一時避難所場
所に避難住民を集合さ
えたのち、必要によりあ
らかじめ災害対策本が
指定した指定避難所に
誘導する。
誘導する際は、本部が
指定する避難経路に従
い誘導するが、場合に
よっては、状況に応じ臨
機応変に選択できるよ
う、消防団員・行政区
（自主防災組織）役員等
は、平常時から避難経
路を確認しておく。

・現在、避難行動要支援
者については民生児童
委員の協力を得て体制
を整えているが、今後は
自主防災組織の支援も
考慮する必要がある。

洪水時における
河川管理者から
の情報提供等の
内容及びタイミン
グ

避難場所・
避難経路

避難勧告等の発
令基準

住民等への情報
伝達の体制や方
法

避難誘導
体制

・避難勧告の発令判断
の目安となる氾濫危険
情報の発表等の「指定
河川洪水予報」を阿賀
川河川事務所と気象台
の共同で実施している。
・警報･注意報を発表し
ている。(警戒期間、注
意期間、ピークの時間
帯、最大雨量などの予
測値を記述)

・防災気象情報等を防
災情報提供システム等
により、自治体や報道
機関に伝達している。
・気象情報等を、自治体
や報道機関及び気象庁
ＨＰを通じて住民等へ伝
達している。

・河川水位、洪水予報、
ライブ映像等の情報を
阿賀川河川事務所HP
や報道機関を通じて伝
達している。

・湯川、宮川、田付川は
「福島県水防計画書」で
「水防警報河川」に指定
されているため、出水に
より河川水位が「通報水
位」及び「警戒水位」に
達した場合、関係市町
へ「福島県水防警報」を
発令し周知している。
なお、湯川において、避
難時間（リードタイム）や
出水特性（水位上昇量
等）を踏まえ、平成28年
度に基準水位の見直し
を行う予定。

・浸水想定区域図を作
成し公表するなど、自治
体が作成するハザード
マップの作成支援を実
施している。

・河川管理者と共同で洪
水予報を発表している。
・警報･注意報を発表し
ている。(警戒期間、注
意期間、ピークの時間
帯、最大雨量などの予
測値を記述)

・河川流域総合情報シ
ステムによる河川水位、
雨量情報等を県のホー
ムページを通じて伝達し
ている。

・国土交通省が基準観
測所の水位により水防
警報を発表している。
・阿賀川・日橋川（国管
理区間）において想定
最大規降雨規模及び河
川整備基本方針に基づ
く計画規模の外力によ
る浸水想定区域図を阿
賀川河川事務所のHP
等で公表している。
・避難勧告の発令判断
の目安となる氾濫危険
情報の発表等の洪水予
報を阿賀川河川事務所
と気象台の共同で実施
している。日橋川では水
位到達情報を提供する
水位周知を実施してい
る。
・災害発生のおそれが
ある場合は、阿賀川河
川事務所長から沿川自
治体の首長に情報伝達
（ホットライン）を実施し
ている。

・警察、消防及び消防団
や自主防災組織と情報
を共有し、適切な体制で
避難誘導を行う。
・巡視で得た情報や地
域特性に応じた対応な
ど、状況に応じて総合的
な判断を行う。

・県管理区間について
浸水想定区域図を作成
するなど、自治体が作
成するハザードマップの
作成支援を実施してい
る。

・阿賀川本・支川（国管
理区間）における避難
勧告に着目した防災行
動計画（タイムライン）を
作成している。

現状と課題

(1)避難場所等
・ハザードマップ及び家
庭用防災カルテを平成
26年度に全戸配布。市
ホームページに掲載す
るほか、ハザードマッ
プ、家庭用防災カルテ、
市政だより等で随時周
知を図る。避難場所とし
て、小中学校、県立高
校、会津大学、公民館
などを指定、避難所は
小中学校を指定してい
る。

(2)避難経路
・地域と協議し、避難所
等周辺の危険箇所把握
に努め、避難誘導を行う
際には、災害の状況に
応じた避難経路の確認
を行う。（指定経路の公
表までは行っていな
い。）

・地域防災計画で定め
た発令基準に基づき、
避難勧告等を行う。

（1）避難所
・湯川村地域防災計画
（資料編）にて策定（洪
水ハザードマップを含
む）、ＨＰにより周知。学
校等の公共施設が主。

（2）避難経路
・湯川村地域防災計画
（資料編）及び洪水ハ
ザードマップにより避難
所や避難経路につい
て、確認しておく。（避難
場所の指定はしている
が、避難経路について
は指定していない）

・地域防災計画、避難行
動計画マニュアルで定
めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

・地域防災計画、避難行
動計画マニュアルで定
めた発令基準に基づ
き、避難勧告等を行う。

1)避難場所
・会津美里町地域防災
計画（一般災害対策編）
にて策定、HPにより周
知。小中学校、公民館
などの公共施設を指定
している。

（2）避難経路
・洪水時の避難経路を
指定し、当該区域住民
の安全確保を図る。
（指定経路の公表まで
は行っていない。）

・基本方針（避難誘導
者、避難優先順位等）は
地域防災計画（資料編）
で定められている。

・下記１～３の方法によ
り住民への情報伝達を
行う
１：テレビ、ラジオ、イン
ターネット等による気象
警報等の確認
２：ハザードマップ等に
よる避難時・避難ルート
の確認
３：防災無線、携帯メー
ル等による避難準備情
報

・避難勧告等の伝達は、
防災情報システム放送
（有線屋外スピーカー）
や、町及び消防団の広
報車、、緊急速報メー
ル、Lアラート、町HP等
の多様な情報伝達手段
を使用し、当該区域住
民の安全確保を図る。

・区域内の要配慮者施
設に対しても、同様の手
段、または一般加入電
話等により避難情報の
伝達・周知を行い、迅速
かつ安全に避難できる
よう徹底を図る。

・住民が自主的に避難
するほか、災害応急対
策の第１次的責任者で
ある町長又は避難指示
を発した者がその措置
に当たる。
・避難誘導は収容先で
の救援物資の支給等を
考慮し、できれば自治区
等の単位で行う。

・エリアメール、登録制
メール、広報車での周
知。



　②水防に関する事項

項　　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・HP等の防災情報の持つ意味やそ
の後の対応について共有するため
の継続的な広報等が必要である。

15

・優先的に水防活動を実施すべき箇
所の特定・共有が難しい。

16

・河川巡視等で得られた情報につい
て、水防団等と河川管理者で共有が
不十分であり、適切な水防活動に懸
念がある。

17

・水防団員が減少・高齢化等してい
る中でそれぞれの受け持ち区間全
てを回りきれないことや、定時巡回
ができない状況にある。

18

・水防活動を担う水防団員（消防団
員）は、水防活動に関する専門的な
知見等を習得する機会が少なく、的
確な水防活動ができないことが懸念
される。

19

・水防資機材の不足、劣化状況の確
認、各機関の備蓄情報の共有等が
不十分であり、適切な水防活動に懸
念がある。
・水防団員の高齢化や人数の減少
により従来の水防工法では迅速に
実施できるか懸念がある。

20

・鬼怒川での堤防決壊箇所の復旧
内容を踏まえ、阿賀川での堤防決壊
時の資機材の再確認が必要であ
る。

21

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項

項　　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・排水すべき水のボリュームが大き
く、現状の施設配置計画では、今後
想定される大規模浸水に対する早
期の社会機能回復の対応を行えな
い懸念がある。

22

・現状において早期の社会機能回復
のために有効な排水計画がないた
め、既存の排水施設、排水系統も考
慮しつつ排水計画を検討する必要
がある。

23

　④河川管理施設の整備に関する事項

項　　目 北陸地整 気象台 福島県 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
・計画断面に対して高さや幅が不足
している堤防や流下能力が不足して
いる河道があり、洪水により氾濫す
るおそれがある。

24

・堤防の漏水や侵食など越水以外に
も洪水に対するリスクが高い箇所が
存在している。 25

・洪水に対するリスクが高いにも関
わらず、住民避難等の時間確保に
懸念がある。 26

・河川事務所等と連携
し、排水ポンプ車により
排水。

・水防警報を受けたとき
は、直ちに各河川の水
防受持区域の水防団分
団長（消防団分団長）に
対し通報を通知し、必要
団員を河川及び水門、
樋門等の巡視を行うよう
指示する。

・今年度はUV対応の土
のう袋等を購入し、各地
区に土のう置場を設置
した。

・市街地、重要水防区域
等、特に巡視を強める
必要のある区間につい
ては、出水時に河川巡
視を実施している。その
他区間についても日常
的に巡視を実施してい
る。

・市庁舎が被災した場
合、防災拠点施設の代
替施設として水道部、北
会津支所、河東支所、
生涯学習センターを指
定する。
・会津若松医師会と連
携し、臨時救護所から
重症病者を搬送できる
医療機関を確保する。

・本庁舎が被災した場
合または被災するおそ
れのある場合は、状況
に応じて市内の公共施
設を代替施設とする。
・喜多方医師会と連携
し、傷病者を搬送できる
医療機関を確保する。

・本庁舎が被災した場
合または被災するおそ
れがある場合は、中央
公民館に災害対策本部
を設置（業務継続計画
より）
・浸水想定区域内にあ
る福祉等関係事業所に
対し、水防計画の定め
のとおり関係事業所に
早め情報伝達を図る。

・災害対策本部設置場
所である高田庁舎が被
災した場合または被災
するおそれがある場合
は、新鶴庁舎に災害対
策本部を設置する。

・庁舎が被災した場合、
村公民館等の他公共施
設に災害対策本部を設
置。

・水防計画により整備

○町保有の水防資材
水防計画書「第１０ 水
防資材－１ 町水防備蓄
器材・資材一覧表」のと
おり

・道の駅（水防センター）
に水防資機材を整備し
た。（Ｈ２６）

・はん濫注意水位に達
し、今後も水位が上昇し
続けると判断される場
合、関係機関に周知。

○情報伝達ルート
水防計画書　「７水防に
関する連絡体制」のとお
り

・水防警報等を受けた
場合は、水防団に依頼
し河川の巡視を実施し
ている。
また、水位上昇が見込
まれる場合は、防災行
政無線、広報車、コミュ
ニティＦＭなどにより周
知する。

・１つ以上の気象警報が
発表された場合、防災
情報メールによる市民
への広報を行う。
・水位上昇により避難準
備情報等を発令する場
合、緊急速報メール、防
災情報メール、市HP、Ｆ
Ｍあいづ、消防団による
広報、区長への連絡な
どにより周知する。

・災害発生のおそれが
ある場合は、阿賀川河
川事務所長から沿川自
治体の首長に情報伝達
（ホットライン）をしてい
る。
・河川水位、洪水予報、
ライブ映像等の情報を
WEBや報道機関を通じ
て伝達している。

・河川管理者と共同で洪
水予報を発表し、報道
機関等を通じて伝達し
ている。

・防災ステーション、水
防倉庫等に水防資機材
を備蓄している。

・洪水調節機能を有する
ダムで洪水を貯留する
ことにより、下流域の被
害を軽減させている。

・洪水時の水門や樋管
等の閉鎖等他動的原因
による湛水歴のある地
域については、新たな
排水施設や改良工事を
施行し、必要な浸水対
策を図る。

・ライフジャケットなど水
防用資材を水防倉庫に
計画的に配備。
・市内10箇所に土のう置
き場を設け、出水時に
住民が自由に使用可能
な状態である。

・樋門等の操作につい
て市町村に委託してい
る。

市町村庁舎、災
害拠点病院等の
水害時における
対応

・停電が発生した場合に
おいても非常用発電機
により72時間分の電力
を確保している。

排水施設、排水
資機材の操作・
運用

・排水ポンプ車や照明
車等の災害対策車両・
機器において、平常時
から定期的な保守点検
を行うとともに、機械を
扱う職員等への訓練・
教育も実施し、災害発
生による出動体制を確
保している。
・樋門の操作点検を出
水期前に実施している。

河川水位
等に係る
情報提供

河川の
巡視区間

・東山ダムでは自然調
整方式で運用し、下流
域の被害を軽減させて
いる。

・水防資機材について
は、水防管理団体が水
防倉庫等に備蓄してい
るが、河川管理者が持
つ資機材も水防計画に
基づき緊急時に提供で
きる状態である。
・劣化しやすい資材を重
点的に更新することと
し、機材が適正に稼働
するかの確認を１回／
月程度行っている。

・河川流域総合情報シ
ステムによる河川水位、
雨量情報等を県のHPを
通じて伝達している。
・異常気象時における
職員参集体制におい
て、情報提供できる職員
を必ず配備している。

堤防等河川管理
施設の現状の整
備状況及び今後
の整備内容

・固定堰であった洗堰の
改修が平成２５年６月に
完了したことから、平成
２６年度に湯川・古川合
流点を一部河道開削し
た。平成２７年度は、国
管理界直上流の河道掘
削を実施し、今後下流
から順次、環境への影
響を極力抑えるよう、湯
川・古川の河道開削を
進めている。

・計画断面に満たない
堤防や流下能力が不足
する箇所に対し、上下
バランスを保ちながら堤
防整備、河道掘削など
を推進している。
・堤防の漏水や侵食な
ど越水以外にも水害リ
スクが高い箇所につい
て、整備を推進してい
る。

・災害対応時において、
仮に停電が発生した場
合においても非常用発
電機により120時間分の
電力を確保し、引き続き
防災気象情報の発表が
可能となっている。

水防資機材の整
備状況

既存ダムにおけ
る洪水調節の現
状

・消防ポンプによる排水
作業を実施している。

記載なし。

・水防倉庫並びに備蓄
資材の準備状況につい
て、水防計画書に記載
している。

現状と課題

・出水期前に、河川事務
所、県と重要水防箇所
の合同巡視を実施して
いる。
・河川水位の上昇が見
込まれる場合は市及び
水防団が危険箇所の巡
視を行う。

・水防計画により消防団
各分団の受け持ち区間
を定めている。
宮川（両岸）・阿賀川（左
岸）・旧宮川（和泉川原・
茶屋町周辺）

・水防団待機水位に達
すると、水防団等関係
機関で河川の巡視警戒
を実施している。

・水防団待機水位に達
すると水防団に出動で
きる態勢を依頼し、必要
に応じて河川の巡視を
実施している。

・災害時応援協定に基
づき、建設業組合及び
アクティオに対し、排水
資器材の応援を求め
る。

・排水施設の近くの方に
委託している。

現状と課題

・出水期前に、自治体、
水防団等と重要水防箇
所の合同巡視を実施し
ている。
・出水時には河川巡視
を実施している。

・会津美里町地域防災
計画第3版（一般災害対
策編）P97の伝達系統図
の通り。

現状と課題
・河川の水位が水防団
待機水位に達した場
合、水防団等関係機関
に周知。



現状の取組状況の共有とりまとめについて(詳細版)

　本資料は各市町の地域防災計画(いずれもホームページで公開)記載事項の抜粋を主として作成。

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村

避難場所・
避難経路

(1)避難場所・避難所
市ホームページに掲載するほか、ハザード
マップ、家庭用防災カルテ、市政だより等で随
時周知を図る。「避難場所」として、小中学校、
県立高校、会津大学、公園及び体育館等を指
定。なお、公共施設以外にも、民間事業所等
の協力を得て、避難場所の指定を行う。
また、「避難所」は、原則として小中学校を指
定し、加えて民間事業所等の協力により基準
を満たす地域の民間事業所の施設等につい
ても指定する。なお、地区公民館やコミュニ
ティセンターは、自主避難者等の一時的な受
け入れ施設として位置づける。

(2)避難経路
地域と協議し、避難場所や避難所等周辺の危
険箇所把握に努め、避難誘導を行う際には、
災害の状況に応じた避難経路を明らかにする
とともに、広域避難が必要な場合に備えて、そ
のルートの確認を行う。（指定経路の公表まで
は行っていない。）

※市地域防災計画　第２編　災害予防計画
第５章　避難・誘導体制づくり　より

(1)避難場所
喜多方市地域防災計画（資料編）にて策
定、防災パンフレット等により周知。小中学
校、コミュニティセンターなどの公共施設が
主。

(2)避難経路
洪水ハザードマップ等により避難所や避難
経路について、確認しておく。（指定経路の
公表までは行っていない。）

(3)避難の考え方、避難所の位置、避難に
あたっての注意事項等を、避難所案内標識
灯の設置、広報誌や防災パンフレット等の
配布、ハザードマップの作成及び配布、市
ホームページへの掲載、防災訓練等の実
施などの方法により住民に周知徹底を図
る。

※喜多方市地域防災計画H26.11

(1）避難所
・地域防災計画書にて指定（資料編１７指定避難
所、１８指定緊急避難場所）
・防災マップにて避難所等を明示
・HP、各地区コミセンにて閲覧可能（希望者には
計画書を配布）

（２）避難経路
地域防災計画上、「避難経路は、できる限り危険
な道路、橋、堤防、その他新たに災害発生のおそ
れのある場所を避け、安全な経路を選定するこ
と。この場合なるべく身体壮健者、その他適当な
者に依頼して避難者の誘導措置を講ずること。」と
しており、指定経路の特に定めていない。
しかしながら、緊急輸送路は、各避難所に通じる
路線すべてを第１次から第３次各補選として指定
ししていることから、当該路線を関係機関と連携
し、道路啓開に当たる。

1)避難場所
会津美里町地域防災計画（一般災害対策編）
にて策定、HPにより周知。小中学校、公民館
などの公共施設を指定している。

（2）避難経路
　洪水時の避難経路を指定し、当該区域住民
の安全確保を図る。　（指定経路の公表まで
は行っていない。）

※会津美里町地域防災計画第3版（一般災害
対策編）P52～Ｐ53、P126

（１）避難所
湯川村地域防災計画（資料編）にて策定（洪水ハ
ザードマップを含む）、ＨＰにより周知。学校等の公
共施設が主。

（２）避難経路
・湯川村地域防災計画（資料編）及び洪水ハザー
ドマップにより避難所や避難経路について、確認し
ておく。（避難場所の指定はしているが、避難経路
については指定していない）

住民等への
情報伝達の
体制や方法

・総合的な情報提供は、市ホームページを基
本とし、また、通信連絡手段として防災メール
をはじめとする携帯メールやＳＮＳ等を活用。
さらには、広報チラシ等も活用。

・最新の災害情報は、市のホームページで公
表するものとし、一定程度情報を整理した内
容を広報チラシ、ＦＭラジオ、テレビ等で周知。

・要配慮者の中で、自力での避難行動が困難
である高齢者や障がい者等については、避難
行動要支援者と位置づけ、名簿登録や個別支
援計画等の作成を行う。また、広く関係者によ
る支援体制を構築するため、対象者の本人同
意による地域や関係機関への名簿情報提供
を進めるとともに、個人情報保護に配慮しなが
ら、災害時には支援関係者に情報を提供でき
る体制を構築する。

市地域防災計画　第２編　災害予防計画　第
９章　災害時に備えた要配慮者の安全確保
及び　第３編　災害応急対策計画　第４章　災
害時の広報　より

・災害が発生し、又は発生するおそれのあ
る場合は、市防災会議委員はそれぞれの
属する機関を通じ災害に関する情報の収
集に努めるものとし、収集した情報等はす
みやかに市防災会議会長あて通報するも
のとする。

・市防災会議会長は、収集した情報等につ
いて関係機関の業務等に連絡するものは、
市防災会議委員又は関係災害対応責任者
に通報するものとする。

下記１～３の方法により住民への情報伝達
を行う
１：テレビ、ラジオ、インターネット等による気
象警報等の確認
２：ハザードマップ等による避難時・避難
ルートの確認
３：防災無線、携帯メール等による避難準
備情報

※喜多方市地域防災計画　Ｈ26.11

（1）避難準備情報・避難勧告・避難指示の伝達は
○住民等への伝達
・防災行政無線（同報系）・広報車・消防車両
・自主防災組織（行政区長）－電話・fax
・公式HP
○避難行動要支援者
・支援者事前登録者－電話・fax
・避難行動要支援者－電話・fax
にて迅速に伝達する。
○防災関係機関－電話・fax

避難行動計画により

・避難準備情報、避難勧告等の伝達は、防災
情報システムと併用して、広報車による伝達
や、携帯電話への緊急速報メール、自主防災
組織等による声かけ等、あらゆる手段を用い
て避難情報が迅速かつ確実に住民に伝達で
きるような体制を整備するとともに、住民に対
して使用する伝達手段を周知する。

・浸水想定区域内の要配慮者が利用する施
設について、当該施設の利用者の洪水時の
円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう、
洪水予報、避難準備情報、避難判断水位（特
別警戒水位）到達情報、避難勧告及び避難指
示の各情報について、防災情報システム放
送、一般加入電話及び車両広報を軸として伝
達を行う。

※会津美里町地域防災計画第3版（一般災害
対策編P73、P123）

・エリアメール、登録制メール、広報車での周知。

避難勧告等
の発令基準

(1)避難準備情報
阿賀川（馬越）洪水予報河川
ア～エのいずれか１つに該当する場合
ア　水位が避難判断水位に到達し、かつ、上
流域の河川水位が上昇している場合
イ　水位が避難判断水位に到達し、かつ、は
ん濫警戒情報において引き続きの水位上昇
が見込まれている場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が避難判
断水位に到達すると見込まれる場合
エ　漏水等が発見された場合

阿賀川以外の河川（水位周知河川）
ア　水位が避難判断水位に到達した場合
イ　水位がはん濫注意水位に到達し、上流域
の水位や降雨状況、気象情報から、なお上昇
が見込まれる場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が避難判
断水位に到達すると見込まれる場合
エ　漏水等が発見された場合

（2）避難勧告
阿賀川（馬越）洪水予報河川
ア　水位が氾濫危険水位に到達した場合
イ　水位が避難判断水位を超えた状態で、は
ん濫警戒情報の水位予測により、急激な水位
上昇による氾濫のおそれのある場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が氾濫危
険水位に到達すると見込まれる場合
エ　異常な漏水等が発見された場合

阿賀川以外の河川（水位周知河川）
ア　水位が氾濫危険水位に到達した場合
イ　水位が避難判断水位に到達し、上流域の
水位や降雨状況、気象情報から、なお　上昇
が見込まれる場合
ウ　日没までの時点で、夜間に水位が氾濫危
険水位に到達すると見込まれる場合
エ　異常な漏水等が発見された場合

（3）避難指示
阿賀川（馬越）洪水予報河川
ア　水位が堤防天端高に到達するおそれが高
い場合
イ　異常な漏水の進行や亀裂・すべり等により
決壊のおそれが高まった場合
ウ　決壊や越水・溢水の発生又は氾濫発生情
報が発表された場合
エ　樋門・水門等の施設の機能支障が発見さ
れた場合（避難対象はエリアを限定する）

阿賀川以外の河川（水位周知河川）
ア　水位が堤防高に到達するおそれがある場
合
イ　異常な漏水の進行や亀裂・すべりの発生
等により決壊のおそれが高まった場合
ウ　決壊や越流が発生した場合
エ　樋門・水門等の施設の機能支障が発見さ
れた場合（避難対象はエリアを限定する）

※市防災計画　第３編　災害応急対策計画
第６章　避難対策　より

(1)避難準備情報
・関係する河川の観測所において、氾濫注
意水位（警戒水位）を超え、かつ当該河川
上流域の水位・気象予報等から引き続き水
位の上昇が見込まれる場合
【氾濫注意水位】
１．日橋川（南大橋観測所）３．２０ｍ
２．阿賀川（山科観測所）２．７０ｍ
３．大塩川(熊倉観測所）１．８０ｍ
４．田付川(高吉観測所)１．２０ｍ
５．濁川（半在家観測所）１．２０ｍ
６．濁川（山郷道下観測所）１．８０ｍ
７．一の戸川（寺内観測所）１．５０ｍ

(2)避難勧告
・関係する河川の観測所において、氾濫危
険水位（警戒水位）に達することが見込ま
れる場合、及び避難判断水位に達し、さら
に水位の上昇が見込まれる場合
・堤防の決壊につながるような漏水等を発
見した場合
【避難判断水位】
１．日橋川（南大橋観測所）３．８４ｍ
２．阿賀川（山科観測所）６．２８ｍ

(3)避難指示
・災害の前兆現象の発生や現在の逼迫し
た状況から、災害の発生する危険性が非
常に高いと判断された場合（関係する河川
の観測所において、はん濫危険水位を超
え、さらに水位の上昇が見込まれる場合
等）
【氾濫危険水位】
１．日橋川（南大橋観測所）４．９６ｍ
２．阿賀川（山科観測所）７．６０ｍ

※喜多方市地域防災計画　H26.11

（１）避難準備情報
・関係する河川の観測所において、氾濫危険水位
を超え引き続き水位の上昇が見込まれる場合。
【宮古観測所】
○上開津、中開津、新村、海老沢、金上、村田新
田、太田谷地の各行政区
・避難判断水位（4.00ｍ）に到達
・２時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
○束原、細工名、村田、履形、五香（堤防の近傍
地区）の各行政区
・避難判断水位（4.00ｍ）に到達
・３時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
【山科観測所】
○西青津、三谷、和泉川原、中政所、大上の各行
政区
・避難判断水位（6.30ｍ）に到達
・２時間後に氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達
○立川、沼越、青木、青津（堤防の近傍地区）の
各行政区
・避難判断水位（6.30ｍ）に到達
・３時間後に氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達

（２）避難勧告
・関係する河川の観測所において、氾濫危険水位
に達し、引き続き水位の上昇が見込まれる場合。
または、河川管理施設の異常が確認された場合。
【宮古観測所】
○上開津、中開津、新村、海老沢、金上、村田新
田、太田谷地の各行政区
・氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
・２時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
○束原、細工名、村田、履形、五香（堤防の近傍
地区）の各行政区
・１時間後に氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
【山科観測所】
○西青津、三谷、和泉川原、中政所、大上の各行
政区
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
・氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達
○立川、沼越、青木、青津（堤防の近傍地区）の
各行政区
・河川管理施設の異常（漏水等破堤につながるお
それの被災等）を確認
・１時間後に氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達

（３）避難指示
・災害の前兆現象の発生や現在の逼迫した状況
から、災害の発生する危険性が非常に高いと判断
された場合。
【宮古観測所】
○上開津、中開津、新村、海老沢、金上、村田新
田、太田谷地の各行政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
○束原、細工名、村田、履形、五香（堤防の近傍
地区）の各行政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
・氾濫危険水位（5.19ｍ）に到達
【山科観測所】
○西青津、三谷、和泉川原、中政所、大上の各行
政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
○立川、沼越、青木、青津（堤防の近傍地区）の
各行政区
・破堤を確認
・河川管理施設の大規模異常（堤防本体の亀裂、
大規模漏水等）を確認
・氾濫危険水位（7.70ｍ）に到達

避難行動計画により

避難準備情報
観測所において、避難判断水位を超過した

場合、はん濫警戒情報等の水位予測におい
て、今後更に水位の上昇が見込まれる場合

堤防において漏水や侵食等が発見された
場合
（避難が必要な状況が夜間・早朝になると想
定される場合の判断基準）

判断する時点（夕刻）での河川の水位、今
後の気象予測等から、夜間・早朝に別表の観
測所において避難判断水位を超過することが
見込まれる場合

降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近、
通過し、多量の降雨が見込まれる場合

避難勧告
観測所において、避難判断水位を超過した

場合、はん濫警戒情報等の水位予測により、
水位が計画高を超過することが見込まれる場
合、又は、急激な水位上昇によるはん濫のお
それがある場合

観測所において、はん濫危険水位を超過し
た場合のうち、今後の気象情報等から避難指
示を発令するまでには至らない場合

流域雨量指数が警報値に達した場合
異常な漏水等が発見された場合

（避難が必要な状況が夜間・早朝になると想
定される場合の判断基準）

判断する時点（夕刻）での河川の水位、今
後の気象予測等から、夜間・早朝にはん濫危
険水位を超過することが見込まれる場合、若
しくははん濫が発生すると見込まれる場合

避難指示
観測所において、はん濫危険水位を超過し

た場合のう　ち、今後更に水位の上昇が見込
まれる場合、又は計画高水位に到達するおそ
れが高い場合（越水・溢水のおそれのある場
合）

堤防における異常な漏水の進行や亀裂・す
べり等により、決壊のおそれが高まった場合

堤防の決壊や越水・溢水の発生又ははん
濫発生情報が発表された場合

※会津美里町避難勧告等の判断・伝達マニュ
アルより

避難準備情報
・人的被害の発生する可能性が高まった場合にお
いて、避難行動に時間を要する者が避難行動を開
始する必要があると認められるとき。
避難勧告
・災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、特に必要があると認められるとき。
避難指示
・災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、特に必要があると認められるとき。



　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村
住民が自主的に避難するほか、災害応急対
策の第１次的責任者である町長又は避難指
示を発した者がその措置に当たる。

(1)避難経路は、できる限り危険な道路、橋、
堤防、その他新たに災害発生のおそれのある
場所を避け、安全な経路を選定すること。この
場合なるべく身体壮健者、その他適当な者に
依頼して避難者の誘導措置を講ずる。
(2)危険な地点には標示、なわ張りを行うほ
か、状況により誘導員を配置し安全を期す
る。
(3) 高齢者や障がい者等の要配慮者について
は、適当な場所に集合させ、車両等による輸
送を行う。
(4) 誘導中は事故防止に努めること。
(5) 避難誘導は収容先での救援物資の支給
等を考慮し、できれば自治区等の単位で行
う。

※会津美里町地域防災計画（第3版）Ｐ123～
P124

　②水防に関する事項

項　　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村

河川水位
等に係る
情報提供

市地域防災計画P９６、９７の「関係機関災害
情報連絡系統図」の通り。

　気象状況および洪水予報の通知は、福島
地方気象台から福島県災害対策課を介し
て気象情報等メール配信システムにより伝
達する。

　喜多方市から、市防災行政無線（同報
系）、コミュニティ放送、市及び消防の広報
車、サイレン、インターネット等多様な情報
伝達手段を使用し、当該区域住民の安全
確保を図るものとする。

※喜多方市地域防災計画H26.11

・災害対策本部より直接消防団へ連絡
・防災行政無線（同報系）を通じて各水位超過ごと
に周知。状況により水防団（消防団・行政区）へ直
接連絡をする。

避難行動計画により

会津美里町地域防災計画第3版（一般災害対
策編）P97の伝達系統図の通り。

※会津美里町地域防災計画第３版より

・河川の水位が水防団待機水位に達した場合、水
防団等関係機関に周知。

河川の
巡視区間

・次の事態が生じた場合には、出動指令を発
し、速やかに所轄の水防団を非常配備につか
せる。
⑴　水防管理者が自らの判断により必要と認
めたとき。
⑵　所轄河川等が氾濫注意水位（警戒水位）
に達する等、治水上の危険が生じたとき。
⑶　水防法第16条による水防警報が発表され
たとき。
⑷　その他、県地方水防本部からの指示が
あったとき。

※市水防計画より

・消防団の各分団受持区域あり、出動指令
を受けて巡視を実施する。

・消防団の各分団受持区域一覧表の通り。

水防計画書第１１水防活動等８河川、堤防の巡視
等により

水防警報を受けたときは、直ちに各河川の水
防受持区域の水防団分団長（消防団分団長）
に対し通報を通知し、必要団員を河川及び水
門、樋門等の巡視を行うよう指示する。

※会津美里町防災計画書第3版（一般災害対
策編）P112

・水防団待機水位に達すると、水防団等関係機関
で河川の巡視警戒を実施している。

水防資機材
の整備状況

・水防倉庫並びに備蓄資材の準備状況につい
て、水防計画資料編に記載している。

※市水防計画より

・災害対策本部として使用する場所は、災
害対策活動の拠点として有効に機能するよ
う、あらかじめ特定しておくとともに、非常通
信設備、ファクシミリ、複写機等の必要な備
品ならびに必要図書、帳票類を平常時から
整備しておく。
・本庁舎では、非常用電源施設となってい
る。

・水防資材備蓄一覧表の通り。

水防計画書第１０水防資器材のとおり

・水防倉庫並びに備蓄資材の準備状況につ
いて、水防計画書に記載している。

※会津美里町水防計画書H28.3　P14

・道の駅（水防センター）に水防資機材を整備し
た。（Ｈ２６）

市町村庁
舎、災害拠
点病院等の
水害時にお
ける対応

・防災拠点施設の代替施設として、生涯学習
総合センター（會津稽古堂）、水道部庁舎、北
会津支所、河東支所を指定。

・会津若松医師会等の協力により、医療施設
等について調査を行い、被災状況等を把握。
被災状況に応じて、入院患者等の転院等の対
応が必要な場合は、消防署等関係機関との連
携のもと対応し、救護所から搬送される重傷
病者の収容医療機関を確保。

※市地域防災計画　第２編　災害予防計画
第１章　災害に強い体制づくり、及び第３編
災害応急対策計画　第８章　応急医療・救護
対策　より

・本庁舎が被災した場合または被災するおそれが
ある場合は、中央公民館に災害対策本部を設置
（業務継続計画より）
・浸水想定区域内にある福祉等関係事業所に対
し、水防計画の定めのとおり関係事業所に早め情
報伝達を図る。

記載なし。

※会津美里町防災計画書第3版（一般災害対
策編）より

・庁舎が被災した場合、村公民館等の他公共施設
に災害対策本部を設置。

　③氾濫水の排水、施設引用等に関する事項

項　　目 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町 湯川村

排水施設、
排水資機材
の操作・運
用

・あらかじめ関係機関での緊急時連絡体制を
構築するとともに、ポンプ車による排水装備、
さらには土嚢など対応に必要な資材・機材・装
備の充実に努める。

※市地域防災計画　第２編　災害予防計画
第４章　地震以外の災害対策　より

水防計画により
第16　排水樋管及び河川水門等管理
　水門の操作責任者は、ゲート等の操作を確実に
実施し、水害の発生を未然に防止するものとす
る。
　　また、水門（樋門等）の管理者は、危機の異常
等により操作が不可能または著しき困難となった
ときは、水防団等の応援を要請し、適切な処置を
講ずる。により実施。

洪水時の水門や樋管等の閉鎖等他動的原因
による湛水歴のある地域については、新たな
排水施設や改良工事を施行し、必要な浸水
対策を図る

※会津美里町防災計画書第3版（一般災害対
策編）P31

消防ポンプによる排水作業を実施している。

避難誘導
体制

・警察署や消防と連携して以下の対策に取り
組み、住民が円滑に避難できる体制を整備す
る。また、災害時応援協定を締結している警備
会社等が、これに協力する体制で行う。
①.避難誘導体制の整備
　大規模災害発生時に避難場所への円滑な
誘導を行うため、地域の危険箇所等を踏まえ
た避難誘導体制・方法を検討し、災害時に備
える。
②.広報活動の推進
　大規模災害発生時に避難者の避難行動の
円滑な実施と緊急車両の通行を確保するた
め、日頃から適切な広報活動を行う。
③.避難行動要支援者の避難支援
　災害時において、自主避難が困難な高齢者
や障がい者等の「避難行動要支援者」につい
ては、避難行動準備情報の提供や地域による
対応など、早期に避難できる体制の整備に努
める。

・観光客等に公共交通機関運行情報や避難
所・避難場所情報等をホームページ等を活用
して周知し、避難誘導する体制づくりを進め
る。

市地域防災計画　第２編　災害予防計画　第
５章　避難・誘導体制づくり　より

(1)避難誘導者
　喜多方警察署、消防機関の職員及び団
員が実施するものとし、自治会あるいは職
場、学校等を単位とした集団避難を行う。ま
た事前に誘導責任者を定めておくものとす
る。

（2）避難誘導
　避難場所の看板に災害ごとの表示を行
い、避難場所を避難者に徹底させるため、
広報宣伝を行う。また災害の規模等により
避難場所および避難経路を臨機応変に選
択等対処できるよう誘導責任者は平常から
心がけておくものとする。

（3）避難順位
　誘導に当たっては、高齢者、障害者、乳
幼児、病人等の要援護対象者を優先する
ものとする。自力で避難できない場合、また
は避難経路中危険がある場合、寝たきり老
人、子供の避難については出来るだけ車両
を利用して行う。

※喜多方市地域防災計画H26.11

(1)避難誘導者
・警察署・消防機関の職員・水防団員(消防団員）・
行政区（自主防災組織）・町職員
が実施する。

（2）避難誘導
・避難経路は、できる限り危険な道路、橋、堤防、
その他新たに災害発生のおそれのある場所を避
け、安全な経路を選定すること。この場合なるべく
身体壮健者、その他適当な者に依頼して避難者
の誘導措置を講ずること。
・危険な地点には標示やなわ張りを行うほか状況
により誘導員を配置し安全を期すこと。
・高齢者や障がい者等の要配慮者については、適
当な場所に集合させ、車両等による輸送を行うこ
と。
・誘導中は事故防止に努める。
・避難誘導は受入先での救援物資の支給等を考
慮し、できるかぎり町内会等の単位で行うこと。

（3）避難順位
・要配慮者を含め、避難の順位は、おおむね次の
順序によるものとする。
　　ア　傷病者
　　イ　高齢者等要配慮者
　　ウ　歩行困難な者
　　エ　幼児
　　オ　学童
　　カ　女性
　　キ　上記以外の一般住民
　　ク　災害応急対策従事者
　　ケ　ペット
・避難行動要支援者の避難支援
　避難行動要支援者の生命または身体を保護す
るため、災害発生時には、避難支援等関係者が、
あらかじめ町から提供された避難行動要支援者
名簿を基に避難支援等を行うとともに、町は平時
からの情報提供について同意していない避難行
動要支援者についての情報も、避難支援等関係
者その他の者に提供し、避難支援等の協力を要
請する。
（１）避難支援等関係者等の対応原則
　　　避難支援等関係者はあらかじめ町から提供
され　ている避難行動要支援者名簿に基づき避難
行動要支援者の避難支援等を行うが、避難支援
等の実施に当たっては、避難支援等関係者本人
または家族等の生命または身体の安全を守ること
を前提とした上で、できる範囲で行うものとする。
　（２）避難支援等関係者等の安全確保措置
　　　　町は、避難行動要支援者及び避難支援等
関係者に対して、避難の必要性や避難行動要支
援者名簿の活用等について説明するとともに、避
難支援等を行う避難支援等関係者の安全確保の
ための措置をとる。

地域防災計画により

・基本方針（避難誘導者、避難優先順位等）は地
域防災計画（資料編）で定められている。



目標達成のための取組(案)のとりまとめについて

別紙－２ 



○概ね５年で実施する取組

具体的な取組

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

　・築堤
　・河道掘削
　・侵食対策
　・浸透対策

24,25,
26

引き続き
実施

○ ○

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①新技術を活用した水防
資機材の検討及び配備

19,20
引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②円滑な避難活動や水防
活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計
や量水標等の設置

13,16
H28年度
から順次整備

○

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①リアルタイムの情報提供
やプッシュ型情 報の発信
など防災情報の充実

9,10,
11,12,
13

引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

②避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

3,8 順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑤参加市町村による広域
避難計画の策定及び支援

4,5
平成28年度
から順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥広域的な避難計画等を
反映した新たな洪水ハ
ザードマップの策定・周知

4,5,
6
H28年度
から順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑦水位予測の検討及び精
度の向上

2
H28年度
から検討

○

⑧気象情報発信時の「危
険度の色分け」や「警報級
の現象」等の改善

13
H29年度
から実施

○ 活用

④立ち退き避難が必要な
区域及び避難方法の検討

4,5,
6,8,
14

○ ○

地域住民

H28年度
から順次実施

○ ○ ○○

目標時期
実施する機関

北陸地整

活用

事項

具体的な取組の柱
課題の
対応 福島県

福島地方
気象台
会津若松
市
喜多方市

会津坂下
町

③想定最大規模も含めた
破堤点別浸水想定区域
図、 家屋倒壊等氾濫想定
区域の公表（浸水ナビ等に
よる公表）

4,5,
6
H28年度
から順次実施

○ ○

○

湯川村
会津美里
町

別紙－２ 



○概ね５年で実施する取組

具体的な取組

地域住民目標時期
実施する機関

北陸地整
事項

具体的な取組の柱
課題の
対応 福島県

福島地方
気象台
会津若松
市
喜多方市

会津坂下
町

湯川村
会津美里
町

別紙－２ 

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自治会や地域住民が参
加した洪水に対するリスク
の高い箇所の共同点検の
実施

1
順次毎年
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②小中学校等における水
災害教育を実施

1
引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

③出前講座等を活用し、水
防災等に関する説明会を
開催

1,15
引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④まるごとまちごとハザー
ドマップを整備

4,6,
12
順次実施 ○ 活用

⑤効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立つ
広報や資料を作成・配布

7,11,
12
Ｈ28年度
から順次実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 活用

⑥住民の防災意識を高
め、地域の防災力の向上
を図るための自主防災組
織の充実

14
引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ 参加

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

①水防団等への連絡体制
の確認と首長も参加した実
践的な情報伝達訓練の実
施

17
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②自治体関係機関や水防
団が参加した洪水に対す
るリスクの高い箇所の合同
巡視の実施

16,17
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③毎年、関係機関が連携
した水防実働訓練等を実
施

19,20
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

④水防活動の担い手とな
る水防団・水防協力団体
の募集・指定を促進

18,20
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ 参加

⑤国・県・自治体職員等を
対象に、水防技術講習会
を実施

19
引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥大規模災害時の復旧活
動の拠点等配置計画の検
討を実施

21
H28年度
から検討

○

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

①要配慮者利用施設によ
る避難確保計画の作成に
向けた支援を実施

14
引き続き
実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参加

②大規模工場等への浸水
リスクの説明と水害対策等
の啓発活動

12
引き続き
実施

○ 活用



○概ね５年で実施する取組

具体的な取組

地域住民目標時期
実施する機関

北陸地整
事項

具体的な取組の柱
課題の
対応 福島県

福島地方
気象台
会津若松
市
喜多方市

会津坂下
町

湯川村
会津美里
町

別紙－２ 

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

①大規模災害時の救援・
救助活動等支援のための
拠点等配置計画の検討を
実施

5,22
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①大規模水害を想定した
阿賀川排水計画（案）の検
討を実施

22,23
H28年度
から検討

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②排水ポンプ車の出動要
請の連絡体制等を整備

23
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③関係機関が連携した排
水実働訓練の実施

24
引き続き
毎年実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　5／8

項目事項 内容
課題の
対応

実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期 実施内容 時期

１．ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

　・築堤
　・河道掘削
　・侵食対策
　・浸透対策
　・洪水調節機能を有する
ダムの施設管理

24,25,
26

・防災拠点等の整備を検討
する。
・洪水を安全に流すための
ハード対策を推進する。

引き続き
実施

・洪水を安全に流すための
ハード対策を推進する。

引き続き
実施

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

①新技術を活用した水防
資機材の検討及び配備

19,20

・水防連絡会にて水防倉庫
の備蓄材などの合同巡視
を実施
・新技術（水のう等）を活用
した資機材等の配備

・引き続
き実施

・H28年
度から検
討

・水防資機材の配備状況の
確認・整備

・引き続
き実施

・河川管理者や水防団と連
携し水防資機材の配備状
況の確認や新技術（水のう
等）整備を検討。

H29年度
から検討

・河川管理者と市・消防本
部・水防団等で資機材を確
認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。

H29年度
から検討

・河川管理者と町・消防本
部・水防団等で資機材を確
認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。

H28年度
から検討

・河川管理者と町・消防本
部・水防団（消防団）等で資
機材を確認する。
・水防資機材の種類や数量
を検討する。

H29年度
から検討

・水防資機材の種類や数量
を確認し、必要なものにつ
いては整備を行う。

H28年度
から検討

②円滑な避難活動や水防
活動を支援するため、
CCTVカメラ、簡易水位計
や量水標等の設置

13,16

・簡易水位計の設置
・ＣＣＴＶカメラの設置

H28年度
から順次
整備

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する事項

①リアルタイムの情報提供
やプッシュ型情報の発信な
ど防災情報の充実

9,10,
11,12,
13

・川の防災情報システムの
改良及びスマートフォンを
活用した情報発信
・プッシュ型の洪水予報等
の情報発信

順次
実施

・県のＨＰにて、河川水位、
雨量情報等を発信

引き続き
実施

・気象警報・注意報を発表
し、防災情報提供システム
等により現象ごとに警戒期
間、注意期間、ピーク時間
帯、雨量などの予想最大値
を周知
・必要に応じて、自治体に
情報伝達（ホットライン）を
実施

引き続き
実施

・登録制である市民向け防
災メールについて、更なる
普及のため周知・広報を実
施する。

・危険箇所の範囲や避難所
の位置を分かりやすく表示
する防災アプリについて開
発を予定。

引き続き
実施

H28年度
から開発
予定

・防災行政無線やコミュニ
ティーFMを使用し住民への
周知を行う。
　また、V－Lowマルチメ
ディア放送の導入に併せ、
防災情報の伝達手段として
検討していく。

H28年度
から検討

・防災行政無線（同報系）を
利用して洪水時のダム放流
情報や水位情報等を分かり
やすく伝える。

H28年度
から検討

・登録制メールについて、更
なる普及のため周知・広報
を実施する。

H29年度
から検討

・既存の登録制メールの普
及周知を図るほか、防災行
政無線の導入について検
討する。

H28年度
から検討

②避難勧告等の発令に着
目した防災行動計画（タイ
ムライン）の整備及び検証
と改善

3,8

・出水後におけるタイムライ
ンの検証と改善
・市町村のタイムライン策定
に係る支援を行う
・必要に応じて、水位情報
等の提供など

順次実施 ・市町村が作成するタイム
ラインに必要な水位情報等
の提供など

順次実施 ・市町村のタイムライン策定
に係る支援を行う

順次実施 ・ホットラインのタイミングや
庁内の体制などについて、
河川事務所、県と連携をと
りつつタイムラインを改善。

順次実施 ・タイムラインの策定を行
う。

H29年度
から実施

・防災会議において、避難
行動計画等の改訂等をふ
まえ、タイムラインの整備を
行う。

H28年度
から実施

・タイムラインを盛り込んで
いる避難勧告等の判断・伝
達マニュアルの改正

H29年度
から実施

・防災計画の修正に併せ
て、整備する。

H28年度
から検討

湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台 会津若松市 喜多方市 会津坂下町減災のための取組項目（素案）
（概ね５年間）

北陸地整

③想定最大規模も含めた
破堤点別浸水想定区域
図、 家屋倒壊等氾濫 想定
区域の公表（浸水ナビ等に
よる公表）

4,5,
6

・阿賀川洪水浸水想定区域
図の策定・公表
・日橋川洪水浸水想定区域
図の策定・公表
・家屋倒壊等氾濫想定区域
図を作成し自治体へ提供
・想定最大規模降雨の阿賀
川氾濫シミュレーションの公
表
・想定最大規模降雨の日橋
川氾濫シミュレーションの公
表

H28年度
から実施

想定最大規模も含めた浸
水想定区域図や家屋倒壊
等氾濫想定区域等の公表
を行う。

H29年度
以降検討

別紙－２ 



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　6／8

湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台 会津若松市 喜多方市 会津坂下町減災のための取組項目（素案）
（概ね５年間）

北陸地整

別紙－２ 

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

⑤参加市町村による広域
避難計画の策定及び支援

4,5

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援

H28年度
から順次
実施

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援（県道路管
理課ホームページでの冠水
危険箇所公表など）

引き続き
実施

・作成に必要な情報の提供
及び策定を支援

H28年度
から順次
実施

・想定最大規模での浸水深
及び家屋倒壊危険区域等
により広域避難の現実性に
ついて検討する。

H29年度
以降検討

隣接する市町間で、浸水想
定を考慮し、広域避難体制
の整備を行う。

H29年度
以降検討

隣接する市町間で、浸水想
定を考慮し、広域避難体制
の整備を行う。

H28年度
以降検討

⑥広域的な避難計画等を
反映した新たな洪水ハ
ザードマップの策定・周知

4,5,
6

・ハザードマップポータルサ
イトの周知と活用を促進

H28年度
から実施

・水位周知河川である湯
川・宮川・田付川の３河川
について、想定最大規模で
の浸水想定区域図等の作
成を行う。

H29年度
以降実施

・想定最大規模での浸水深
等に対応したハザードマッ
プの見直しを行う。

H29年度
以降検討

・洪水ハザードマップの見
直しを行い、該当地区の世
帯全へ配布により周知す
る。

H29年度
以降検討

・防災マップを全戸配布した
ものの、生かされていない
点が見受けられるので、周
知・徹底を図る。

H28年度
以降検討

・洪水・土砂災害ハザード
マップの見直しを行い、全
戸配布により周知する。

H29年度
以降検討

・新たな浸水想定区域に対
応した洪水ハザードマップ
の策定と住民への周知・広
報を実施する。

H28年度
以降検討

⑦水位予測の検討及び精
度の向上

2

・現状予測期間（～3時間）
・更に数時間（4～6時間程
度）先も含め水位予測の精
度向上の検討・システム改
良を行う。

H28年度
から検討

⑧気象情報発信時の「危
険度の色分け」や「警報級
の現象」等の改善

13

・警報等における危険度の
色分け表示
・「警報級の現象になる可
能性」の情報提供
・メッシュ情報の充実化

H29年度
出水期か
ら実施

④立ち退き避難が必要な
区域及び避難方法の検討

・浸水想定区域の浸水深、
浸水継続時間及び家屋倒
壊危険区域の情報提供を
行う。

4,5,
6,8,
14

H28年度
から実施

・浸水想定区域の浸水深、
浸水継続時間及び家屋倒
壊危険区域の情報提供を
行う。

H29年度
以降検討

・浸水深、浸水継続時間及
び家屋倒壊危険区域等よ
り、立ち退き避難が必要な
区域を検討する。

○広域避難の他に垂直避
難等、柔軟な避難方法の検
討
・家屋倒壊等氾濫想定区域
における頑丈で高い建物等
での屋内安全確保等、柔軟
な避難方法の検討
・避難路、その他の避難経
路の検討

H29年度
以降検討

H29年度
以降検討

・浸水想定区域図等の公表
後に立ち退き避難が必要な
区域及び避難方法を検討
する。

H29年度
以降検討

・避難所ごとに水害時の浸
水深や避難の可否につい
て確認を行う。

・想定最大規模での浸水深
及び家屋倒壊危険区域等
により避難計画を見直し、
立ち退き避難が必要な区域
を検討。
・垂直避難等、柔軟な避難
方法の検討。

H29年度
以降検討

・浸水深、浸水継続時間及
び家屋倒壊危険区域等よ
り、立ち退き避難が必要な
区域を検討する。
・想定最大規模での浸水深
により避難計画の見直し整
理

○広域避難の他に垂直避
難等、柔軟な避難方法の検
討
・家屋倒壊等氾濫想定区域
における頑丈で高い建物等
での屋内安全確保等、柔軟
な避難方法の検討
・避難路、その他の避難経
路の検討

H28年度
以降検討



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　7／8

湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台 会津若松市 喜多方市 会津坂下町減災のための取組項目（素案）
（概ね５年間）

北陸地整

別紙－２ 

２．ソフト対策の主な取組　①「安全な場所への確実な避難」に向けた、円滑かつ迅速な避難のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

①自治会や地域住民が参
加した洪水に対するリスク
の高い箇所の共同点検の
実施

1

・重要水防箇所等の共同点
検を実施

順次
毎年実施

・出水期前に自治会や地域
住民と重要水防箇所の共
同点検を実施

今後検討 ・河川管理者と自治会や地
域住民で重要水防箇所等
の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等
で重要水防箇所等の共同
点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等
で重要水防箇所等の共同
点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と地域住民等
で重要水防箇所等の共同
点検を実施する。

順次
毎年実施

・河川管理者と自治会や地
域住民で重要水防箇所等
の共同点検を実施する。

順次
毎年実施

②小中学校等における水
災害教育を実施

1

・市町村の要請により、出
前講座等を積極的に行って
いく。

引き続き
実施

・小中学校からの要請によ
り、出前講座等を積極的に
行っていく。

引き続き
実施

・国土交通省関連機関との
連携による学校防災教育
への取り組み
・日本赤十字社と連携した
学校防災教育への取り組
み

H28年度
から実施

引き続き
実施

・防災に関する体験学習や
出前講話などを行ってくれ
る組織と連携し、小中学校
の防災学習を促進する。

引き続き
実施

・小中学校で防災教育を実
施している。

引き続き
実施

・小中学校で防災教育を実
施している。

引き続き
実施

・小中学校で水難事故に関
する教育を実施している。

引き続き
実施

・小中学校での防災教育を
推進していく。

H28年度
から検討

③出前講座等を活用し、水
防災等に関する説明会を
開催

1,15

・市町村の要請により、出
前講座等を積極的に行って
いく。

引き続き
実施

・市町村の要請により、出
前講座等を積極的に行って
いく。

引き続き
実施

・市町村及び関係機関等の
要請により、自主防災組織
リーダー研修等への講師派
遣

引き続き
実施

・出前講座等を活用し、要
望に基づき水防災害等に
関する説明を実施

引き続き
実施

・ハザードマップ作成の際
に説明会を実施

H29年度
以降実施

・防災士の方々にご協力を
得ながら、地域での防災研
修会等の開催や地域づくり
協議会内での防災意識の
高揚を図る

H28年度
以降実施

・水防に関しての出前講座
メニューを検討し、実施す
る。

H29年度
以降実施

・ハザードマップ作成の際
に説明会を実施

H28年度
以降検討

④まるごとまちごとハザー
ドマップを整備

4,6,
12

・市町村が作成するまるご
とまちごとハザードマップへ
の情報提供

順次実施

⑤効果的な「水防災意識
社会」の再構築に役立つ
広報や資料を作成・配布

7,11,
12

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を
作成・配布

H28年度
から実施

・洪水時の情報収集や避難
の判断基準等を一般住民
に理解してもらえる家庭向
けのチラシを作成し、ホー
ムページで公表
・チラシを市町村等へ配布

今後検討 関係機関と連携して「水防
災意識社会」の再構築に役
立つ広報や資料を作成・配
布

H29年度
から実施

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を
作成・ホームページで公表

H28年度
から順次
実施

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を
作成・配布

H29年度
から検討

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を
作成・配布

H29年度
から検討

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を
作成・配布

H29年度
から検討

「水防災意識社会」の再構
築に役立つ広報や資料を
作成・配布

H28年度
以降検討

⑥住民の防災意識を高
め、地域の防災力の向上
を図るための自主防災組
織の充実

14

・自主防災組織率が低いた
め、引続き設立の支援を行
う。
・防災意識を高めるため出
前講座の実施、防災訓練
への参加を促進。
・自主防災の啓発や防災組
織設立の支援と設立後の
支援を実施。

引き続き
実施

・自主防災のあり方、役割
の（再）啓発を実施
・大規模災害時の避難住民
の誘導や被災者の救援等
の協力が期待されるため、
自主防災組織の育成・強化
（組織率の向上や組織の実
効性）を行う。
・実際の災害時に機能する
よう実践的な研修・訓練の
実施

H29年度
から順次
実施

・自主防災のあり方、役割
の（再）啓発を実施
・大規模災害時の避難住民
の誘導や被災者の救援等
の協力が期待されるため、
自主防災組織の育成・強化
（組織率の向上や組織の実
効性）を行う。
・実際の災害時に機能する
よう実践的な研修・訓練の
実施

H28年度
から順次
実施

・自主防災のあり方、役割
の（再）啓発を実施
・大規模災害時の避難住民
の誘導や被災者の救援等
の協力が期待されるため、
自主防災組織の育成・強化
（組織率の向上や組織の実
効性）を行う。
・実際の災害時に機能する
よう実践的な研修・訓練の
実施

H29年度
から順次
実施

・自主防災組織を立ち上
げ、地域の防災力の向上を
図る。

H28年度
以降検討



阿賀川大規模水害に関する減災目標を達成するための各機関の取組（案）　8／8

湯川村会津美里町福島県 福島地方気象台 会津若松市 喜多方市 会津坂下町減災のための取組項目（素案）
（概ね５年間）

北陸地整

別紙－２ 

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

①水防団等への連絡体制
の確認と首長も参加した実
践的な情報伝達訓練の実
施

17

・水防連絡会にて連絡体制
の確認を行い、県・市町村
と共同で情報伝達訓練を実
施する。

引き続き
毎年実施

・出水時における連絡体制
の確認
・情報伝達訓練の実施

引き続き
毎年実施

・情報伝達訓練への支援 引き続き
毎年実施

・河川管理者と市、消防本
部、水防団の連絡体制を確
認し、河川管理者が行う情
報伝達訓練に参加する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と市、消防本
部、水防団の連絡体制を確
認し、河川管理者が行う情
報伝達訓練に参加する。

引き続き
毎年実施

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。
・水防団（消防団）への連絡
網の確認する。
・防災訓練をとおし、職員の
非常招集、各関係機関へ
の情報伝達訓練を実施

引き続き
毎年実施

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。
・防災訓練を通じて、情報
伝達訓練を検討する。

引き続き
毎年実施

・水防連絡会で連絡体制を
確認し、河川管理者が行う
情報伝達訓練に参加する。

引き続き
毎年実施

②自治体関係機関や水防
団が参加した洪水に対す
るリスクの高い箇所の合同
巡視の実施

16,17

・重要水防箇所等の合同巡
視を実施

引き続き
毎年実施

・出水期前に市町村や水防
団等と重要水防箇所の合
同巡視を実施

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関による重要水防箇所等
の合同巡視に参加する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と水防関係機
関で重要水防箇所等の合
同巡視を実施する。

引き続き
毎年実施

③毎年、関係機関が連携
した水防実働訓練等を実
施

19,20

・水防管理団体が行う訓練
への参加
・水防工法講習会の支援等
を行う。

引き続き
毎年実施

・水防管理団体が行う訓練
への参加
・水防工法講習会の支援等
を行う。

引き続き
毎年実施

・市町村や関係機関等の要
請により、情報提供等の訓
練への支援

引き続き
実施

・阿賀川での水防実働訓練
への参加。
・毎年実施している防災訓
練の内容を検討する。

引き続き
毎年実施

・水防実働訓練への参加
（阿賀川）
・毎年実施している防災訓
練の内容を検討する。

引き続き
毎年実施

・毎年、出水期前に水防訓
練を実施
・毎年行っている水防訓練
の内容を見直し、実働水防
訓練を検討する。

引き続き
毎年実施

・毎年、出水期前に水防訓
練を実施
・毎年行っている水防訓練
の内容を見直し、実働水防
訓練を検討する。

引き続き
毎年実施

・毎年、出水期前に水防訓
練を実施

引き続き
毎年実施

④水防活動の担い手とな
る水防団・水防協力団体
の募集・指定を促進

18,20

・水防活動の担い手となる
団員の募集を促進する。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員の募集を促進す
る。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団員）の募
集を促進する。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団員）の募
集を促進する。

引き続き
毎年実施

・水防活動の担い手となる
水防団員（消防団）の募集
を促進する。

Ｈ28年度
以降検討

⑤国・県・自治体職員等を
対象に、水防技術講習会
を実施

19

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防訓練時に行われる技
術講習会に参加。

引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 引き続き
実施

・水防技術講習会に参加 Ｈ28年度
以降検討

⑥大規模災害時の復旧活
動の拠点等配置計画の検
討を実施

21

・復旧活動の拠点等配置計
画を検討

H28年度
から検討

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

①要配慮者利用施設によ
る避難確保計画の作成に
向けた支援を実施

14

・地域防災計画に定める要
配慮者利用施設による避
難確保計画等の作成を行
おうとする際の技術的な助
言を行う

引き続き
実施

・要配慮者利用施設による
避難確保計画等の作成を
行おうとする際の技術的な
助言を行う

引き続き
実施

・会津西病院作成の避難計
画へ助言等の支援を実施。
・国、県と連携し、要配慮者
施設における避難計画策
定の推進を行う。

H28年度
から順次
実施

・要配慮者利用施設につい
て、説明会の実施やお知ら
せの送付などにより避難計
画策定の推進を行う。

H29年度
から実施

・要配慮者利用施設におけ
る計画策定の推進を行う。

H28年度
から実施

・要配慮者利用施設におけ
る計画策定の推進を行う。

H29年度
から実施

・要配慮者施設における避
難計画策定の推進を行う。

H28年度
以降検討

②大規模工場等への浸水
リスクの説明と水害対策等
の啓発活動

12

・地域防災計画に定める大
規模工場等への浸水リスク
の説明や水害対策など技
術的な助言を行う

引き続き
実施

２．ソフト対策の主な取組　③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化

■救援・救助活動の効率化に関する取組

①大規模災害時の救援・
救助活動等支援のための
拠点等配置計画の検討を
実施

5,22

・広域支援拠点等の検討支
援

H28年度
から検討

・広域支援拠点等の検討支
援

H28年度
から実施

・広域支援拠点等の配置等
を検討。

H29年度
から検討

・広域支援拠点等の配置等
を検討

H29年度
から検討

・広域支援拠点等の配置等
を検討

H28年度
から検討

・広域支援拠点等の配置等
を検討
・平成28年6月16日には、
町内の企業2社と、水害等
の発生時に事務所や工場
の２階等を一時避難所とす
る「災害時における施設の
利用等に関する協定書」を
締結した。今後も更に町内
企業との協定を進める。

・H29年
度から検
討
・H28年
度から実
施

新たな浸水想定区域に対
応した人員や物資の輸送・
供給計画の見直しを検討

H28年度
以降検討

■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①大規模水害を想定した
阿賀川排水計画（案）の検
討を実施

22,23

・排水機場、樋門、排水路
等の情報を踏まえ排水ポン
プ車の適切な配置計画など
を検討

H28年度
から検討

・排水ポンプ車想定箇所リ
ストの整備

今後検討 ・国の排水ポンプ車の配置
計画の情報を確認・共有
し、適切な排水ポンプの設
置箇所の選定などを検討

H29年度
から検討

・排水施設等の情報を確
認・共有し、排水ポンプの
設置箇所の選定

H29年度
から検討

・排水ポンプの設置箇所の
選定

H28年度
から検討

・排水ポンプの設置箇所の
選定

H29年度
から検討

・排水施設等の情報を確
認・共有し、排水ポンプの
設置箇所の選定
・排水作業を委託できる機
関との協定の締結。

H28年度
から検討

②排水ポンプ車の出動要
請の連絡体制等を整備

23

・毎年、出水期前に県・市
町村と連携して連絡体制の
整備を行い、情報共有を図
る。

引き続き
毎年実施

・連絡体制の確認 引き続き
毎年実施

・河川事務所の排水ポンプ
車出動要請について連絡
体制の確認を行う。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎
年確認する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎
年確認する。

引き続き
毎年実施

・河川管理者と連携を図り、
連絡体制の整備を行い毎
年確認する。

引き続き
毎年実施

・排水ポンプ車出動要請の
連絡体制の確認を行う

H28年度
から検討

③関係機関が連携した排
水実働訓練の実施

24

・実践的な操作訓練や排水
計画に基づく排水訓練の検
討及び実施
・水防管理団体が行う水防
訓練等への参加

・H28年
度から実
施
・引き続
き毎年実
施

・排水ポンプ車の実働訓練
の実施

今後検討 ・水防訓練と合同で実施 引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施を
検討
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施を
検討
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施を
検討
・河川管理者が行う定期的
な操作訓練に参加

引き続き
毎年実施

・水防訓練と合同で実施 H28年度
から実施



 
 

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく 
阿賀川流域の減災に係る取組方針（案） 

 
 

 

平成２８年８月２９日 

 

阿賀川大規模氾濫に関する減災対策協議会 

資料－2参考資料 

 



２．本協議会の構成員 
 阿賀川に関係する市町村、福島県、気象庁、北陸地方整
備局の構成員を記載 

１．はじめに 
 協議会設立の背景や課題、取組の概要を記載 

３．阿賀川の概要と主な課題 
 河川の特徴、昭和33年、平成14年の災害、平成27年9月
の出水状況、社会経済の状況などを踏まえた河川の課題を
記載 

1 



４．現状の取組状況 

2 



○現状 
・国土交通省、福島県が基準観測所の水位により水防警報を発表している。 
・阿賀川・日橋川（国管理区間）において想定最大規模及び河川整備基本方針に基づく計画規模
の外力による洪水浸水想定区域図を阿賀川河川事務所のHP等で公表している。 

●課題 
 ・浸水想定区域図等が洪水に対するリスクとして認識されていないことが懸念される。 

４．現状の取組状況 

◆阿賀川浸水想定区域図 
1/100規模 
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①情報伝達、避難計画等に関する事項 
  『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング』 

◆氾濫シミュレーション（最大浸水深） 

◆氾濫シミュレーション（浸水継続時間） 

◆日橋川浸水想定区域図 
1/100規模 



４．現状の取組状況 

①情報伝達、避難計画等に関する事項 
  『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング』 

○現状 
・避難勧告の発令判断の目安となる氾濫危険情報の発表等の「指定河川洪水予報」を阿賀川河
川事務所と気象台の共同で実施している。日橋川では水位到達情報の提供により水位周知を実
施している。 
・災害発生のおそれがある場合は、阿賀川河川事務所長から沿川自治体の首長に情報伝達（ホッ
トライン）を実施している。 

●課題 
・水位予測の精度の問題や長時間先の予測情報不足から、水防活動の判断や住民の避難行動の
参考となりにくい。 

【洪水予報の基準となる基準観測所水位】 

水 防 団 待 機 水 位 水防団が水防活動の準備を始める目安となる水位。 

は ん 濫 注 意 水 位 のり崩れ、洗掘、漏水などの災害が発生する危険性がある 
水位。水防団が出動して河川の警戒にあたる水位。 

避 難 判 断 水 位 

市町村長による避難勧告等の発令判断の目安であり、 
住民の避難判断の参考になる水位。 

は ん 濫 危 険 水 位 

市町村長による避難準備情報の発令判断の目安であり、 
住民のはん濫に関する情報への注意喚起になる水位。 

※日橋川は特別警戒水位 
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はん濫注意水位 

はん濫危険水位 

避難判断水位 

水防団待機水位 



①情報伝達、避難計画等に関する事項 『避難勧告等の発令基準』 

○現状 
・地域防災計画等に具体的な避難勧告の発令基準等を明記している。 
・気象台・河川管理者と共同で「指定河川洪水予報」を発表している。警報･注意報を発表している。 
・阿賀川本・支川（国管理区間）における避難勧告等の発令に着目した防災行動計画（タイムライ
ン）を作成している。 

●課題 
・阿賀川本・支川（県管理区間）における避難勧告等の発令に着目したタイムライン等が未整備で
あるため適切な防災情報の伝達に対して懸念がある。 
・避難勧告等の発令に着目したタイムラインが実態に合ったものになっているかが懸念される。 

４．現状の取組状況 
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【避難勧告等の発令に着目したタイムライン】 【地域防災計画（会津若松市の例）】 



①情報伝達、避難計画等に関する事項 『避難場所、避難経路』 

○現状 
・避難場所として、公共施設を指定し、計画規模の洪水に対する水害ハザードマップ等で周知している。 

●課題 
・大規模氾濫による避難者数の増加や避難場所、避難経路が浸水する場合には、住民の避難が
適切に行えないことが懸念される。 
・大規模氾濫による避難場所周辺の浸水継続時間が長期に渡る場合には、住民等が長期にわた
り孤立することが懸念される。 
・避難に関する情報は水害ハザードマップ等で周知しているが、住民等に十分に認知されていな
いおそれがある。 
・住民参加型の訓練を実施したとしても、参加者が一部であり、大多数への周知が図られていない
ものと思われる。 

４．現状の取組状況 

【洪水ハザードマップ（会津若松市 H28.3）】 【洪水ハザードマップ（会津坂下町 H25.12）】 
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会津若松市北部（阿賀川下流側） 会津若松市南部（阿賀川上流側） 



①情報伝達、避難計画等に関する事項 『住民等への情報伝達の体制や方法』 

●課題 
・急激な水位上昇等における担当者による迅速な対応が困難となるおそれがある。 
・防災行政無線が現在のところ整備されていない地域がある。 
・大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況がある。 
・WEB等により各種情報を提供しているが、住民自らが情報を入手するまでに至っていない懸念がある。 
・災害時に国・県・市町村においてWEBやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が求められている。 
・住民の避難行動の判断に必要な防災情報や切迫が伝わるライブ映像等が提供できていない懸念がある。 

４．現状の取組状況 

【阿賀川河川事務所ホームページ】 【防災情報メール（会津若松市）】 
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○現状 
・防災行政無線による避難勧告等の放送、災害情報や緊急速報のメール配信、ＦＭラジオ、広報
車による周知等を実施している。 
・河川管理者、気象台等からWEB等及び報道機関等を通じた河川水位、ダム放流、ライブ映像情
報、気象情報などを住民等に情報提供している。 

 

XRAIN（雨量情報） 

川の防災情報 

新着情報 

ライブカメラ 

緊急・防災情報をアップ 



①情報伝達、避難計画等に関する事項 『避難誘導体制』 

○現状 
・避難誘導は、警察、消防機関、自主防災組織、水防団員（消防団員）と協力して実施している。 

●課題 
・災害時の具体的な避難支援や避難誘導体制が確立されていないため、特に要配慮者等の迅速
な避難が確保できないおそれがある。 

４．現状の取組状況 

8 

喜多方市塩川町内（H7.8） 喜多方市塩川町内（H10.8） 



②水防に関する事項  『河川水位等に係る情報提供』 

○現状 
・河川流域総合情報システム等による河川水位、雨量情報等を県のＨＰや報道機関を通じて伝達
している。 
・災害発生のおそれがある場合は、阿賀川河川事務所長から沿川自治体の首長に情報伝達（ホッ
トライン）をしている。 

●課題 
・ＨＰ等の防災情報の持つ意味やその後の対応について共有するための継続的な広報等が必要で
ある。 
・優先的に水防活動を実施すべき箇所の特定・共有が難しい。 

４．現状の取組状況 

【会津坂下町情報端末】 【洪水予報の例】 
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②水防に関する事項 『河川の巡視区間』 

○現状 
・出水期前に、自治体、水防団等と
重要水防箇所の合同巡視を実施し
ている。また、出水時には河川巡視
を実施している。 

●課題 
・河川巡視等で得られた情報について、水防団等と河川管理者で共有が不十分であり、適切な
水防活動に懸念がある。 
・水防団員が減少・高齢化等している中でそれぞれの受け持ち区間全てを回りきれないことや、
定時巡回ができない状況にある。 
・水防活動を担う水防団員（消防団員）は、水防活動に関する専門的な知見等を習得する機会が
少なく、的確な水防活動ができないことが懸念される。 

４．現状の取組状況 

【出水時の点検状況と範囲】 
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阿賀川右岸・山崎排水樋管 



②水防に関する事項 『水防資機材の整備状況』 

○現状 
 ・防災ステーション、各機関の水防倉庫等に水防資機材を備蓄している。 

●課題 
・水防資機材の不足、劣化状況の確認、各機関の備蓄情報の共有等が不十分であり、適切な水
防活動に懸念がある。 
・水防団員の高齢化や人数の減少により従来の水防工法では迅速に実施できるか懸念がある。 
・鬼怒川での堤防決壊箇所の復旧内容を踏まえ、阿賀川での堤防決壊時の資機材の再確認が必
要である。 

４．現状の取組状況 

阿賀川佐野目防災ステーション 
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佐野目防災ステーション 

湯川村佐野目地先 



③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項  『排水施設、排水資機材の操作・運用』 

○現状 
・樋門等の操作について市町村・近隣住民に委託している。 
・災害時応援協定に基づき、建設業組合等に対し、排水資器材の応援を求める体制が確立されて
いる。 
・排水ポンプ車や照明車等の災害対策車両・機器において平常時から定期的な保守点検を行うと
ともに、機械を扱う職員等への訓練・教育も実施し、災害発生による出動体制を確保している。 
・樋門の操作点検を出水期前に実施している。 

●課題 
・排水すべき水のボリュームが大きく、現状の施設配置計画では、今後想定される大規模浸水に
対する早期の社会機能回復の対応を行えない懸念がある。 
・現状において早期の社会機能回復のために有効な排水計画がないため、既存の排水施設、排
水系統も考慮しつつ排水計画を検討する必要がある。 

４．現状の取組状況 

【排水ポンプ車】 

H28.3時点で北陸地整管
内の12拠点に40台の排
水ポンプ車を配備 
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Ｈ27.9.10出水時 



④河川管理施設の整備に関する事項 
  『堤防等河川管理施設の現状の整備状況及び今後の整備内容』 

○現状 
・計画断面に満たない堤防や流下能力が不足する箇所に対し、上下流バランスを保ちながら堤防
整備、河道掘削などを推進している。 
・堤防の漏水や侵食など越水以外にも洪水に対するリスクが高い箇所について、整備を推進して
いる。 

４．現状の取組状況 

●課題 
・計画断面に対して高さや幅が不足している堤防や流下能力が不足している河道があり、洪水に
より氾濫するおそれがある。 
・堤防の漏水や侵食など越水以外にも洪水に対するリスクが高い箇所が存在している。 
・洪水に対するリスクが高いにも関わらず、住民避難等の時間確保に懸念がある。 

13 

凡 例

計画断面堤防

計画断面に満たない堤防

堤防不要

河川名 
堤防延長 参考 

計画断面堤防
（ａ） 

堤防必要区間
（ｂ） ａ／ｂ（％） 

阿賀川 ４１．３ ５０．８ ８１．１ 

日橋川 １２．５ １２．５ １００．０ 

湯川 ４．８ ４．８ １００．０ 

※平成27年3月末時点 



５．減災のための目標 
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５．減災のための目標 
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■５年間で達成すべき目標 

※大規模水害・・・想定しうる最大規模降雨に伴う洪水氾濫による被害 
※安全な場所への確実な避難・・・浸水深さが２階以上（3.0m以上）、家屋倒壊等想定区域内では水平避難が必要。 
 それ以外の浸水区域でも浸水深に応じた水平避難、垂直避難が必要。 
※社会経済被害の最小化・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態。 

 氾濫流の流れが速く広範囲に被害が拡散する特性と洪水の吐けにくい盆地の

氾濫特性を踏まえ、阿賀川の大規模災害に対し、 
 『安全な場所への確実な避難』『社会経済被害の最小化』を目指す。 

■上記目標達成に向けた3本柱の取組 
阿賀川などにおいて、河川管理者が実施する洪水を安全に流す対策等、以下の取組みを実施 

1.計画の堤防断面に対して、幅が不足する弱小堤区間の解消並びに狭窄部掘削による河道 
   拡幅等の河道掘削 
2. 阿賀川の大規模水害における特徴を踏まえた避難行動の取り組み及び地域防災力の向上 
3. 一刻も早く社会経済活動を回復させるための排水活動の取り組み 

※阿賀川など・・・取組は直轄管理区間の他、県管理区間のうち直轄管理区間と洪水氾濫域が重複する区間を含む。 



６．概ね５年で実施する取組 
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６．概ね５年で実施する取組 

1）ハード対策の主な取組 
 ■洪水を河川内で安全に流す対策   
 ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

2）ソフト対策の主な取組 

①円滑かつ迅速な避難行動のための取組 
 
■情報伝達、避難計画等に関する取組 
・リアルタイムの情報提供やプッシュ型情 報の発信など防災情報の充実 
・避難勧告等の発令に着目した防災行動計画（タイムライン）の整備及び検証と改善 
・想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表（浸水ナビ等による公表） 
・立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討 
・参加市町村による広域避難計画の策定及び支援 
・広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定・周知 
・水位予測の検討及び精度の向上 
・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善 
 
■平時から住民等への周知・教育・訓練に 関する取組 
・自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実施 
・小中学校等における水災害教育を実施 
・出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を開催 
・まるごとまちごとハザードマップを整備 
・効果的な「水防災意識社会」の再構築に役立つ広報や資料を作成・配布 
・住民の防災意識を高め、地域の防災力の向上を図るための自主防災組織の充実 

17 



６．概ね５年で実施する取組 

2）ソフト対策の主な取組 

②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組 
 
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に 関する取組 
・水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練の実施 
・自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実施 
・毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施 
・水防活動の担い手となる水防団・水防協力団体の募集・指定を促進 
・国・県・自治体職員等を対象に、水防技術講習会を実施 
・大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施 
 
■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組 
・要配慮者利用施設による避難確保計画の作成に向けた支援を実施 
・大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動 
 
③社会経済活動を取り戻すための排水活動及び施設運用の強化 
■救援・救助活動の効率化に関する取組 
・大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実施 
 
■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施 
・大規模水害を想定した阿賀川排水計画（案）の検討を実施 
・排水ポンプ車の出動要請の連絡体制等を整備 
・関係機関が連携した排水実働訓練の実施 

18 



洪水を河川内で安全に流す対策 

＜阿賀川＞ 
○青津地区、宮古地区、佐野目地区堤防整備【引き続き実施：北陸地整】 
〇長井地区河道掘削【引き続き実施：北陸地整】 
＜日橋川＞ 
 漏水箇所の浜崎地区浸透対策【引き続き実施：北陸地整】 
＜県管理区間＞ 【引き続き実施：福島県】 
＜洪水調節機能を有するダムの適切な施設管理＞ 
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長井地区 河道掘削 

掘削箇所 

阿
賀
川 

青津地区、宮古地区 堤防整備 佐野目地区 堤防整備 

浜崎地区浸透対策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

青津地区 

宮古地区 



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

○新技術を活用した水防資機材の検討及び配備 

【引き続き実施：北陸地整、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、   

 湯川村】 

○円滑な避難活動や水防活動を支援するため、CCTVカメラ、簡易水位計や量水標等の設置 

【平成28年度から順次整備：北陸地整】 

新技術を活用した水防資機材 CCTVカメラ（阿賀川ホームページ公表） 
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会津坂下町宮古地先 



情報伝達、避難計画等に関する取組 

○避難勧告等の発令に着目した防災行動計画（タイムライン）の整備及び検証と改善【順次実
施：北陸地整、気象台、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

○想定最大規模も含めた破堤点別浸水想定区域図、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表【平成
28年度から順次実施：北陸地整、福島県】 

タイムラインの整備、検証と改善及び訓練 想定最大規模の浸水シミュレーション 

避難勧告等に着目したタイムライン 

21 

地点別浸水シミュレーション検索システム 
http://suiboumap.gsi.go.jp/ 



情報伝達、避難計画等に関する取組 
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○参加自治体による広域避難計画の策定および支援【平成28年度から順次実施：北陸地整、
気象台、福島県、会津若松市、会津坂下町、湯川村】 

○広域的な避難計画等を反映した新たな洪水ハザードマップの策定・周知【平成28年度から順
次実施：北陸地整、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 
※広域的な避難計画とは、隣接市町村への避難が有効な地区の避難計画をいう。 

【洪水ハザードマップ（会津美里町 H21.3）】 

広域的な避難計画等を反映したハザードマップを策定・周知を行う。 

【洪水ハザードマップ（湯川村 H13）】 



情報伝達、避難計画等に関する取組 
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会津若松市 

●避難場所 
 会津若松市  ○○小学校 等 

垂直避難や水平避難など多様な避難のイメージ 

【阿賀川浸水想定区域図（1/100規模降雨）】 【1/100規模家屋倒壊等氾濫想定区域図のイメージ】 

阿賀野市 

立ち退き避難が必要な区域のイメージ 

○立ち退き避難が必要な区域及び避難方法の検討【平成28年度から順次実施：北陸地整、福
島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

立ち退き避難区域のイメージ 

会津若松市 

会津若松市 

会津美里町 

家屋倒壊 
危険ゾーン 



平時から住民等への周知・教育・訓練に 関する取組 

○自治会や地域住民が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の共同点検の実施【順次、毎
年実施：北陸地整、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

○小中学校等における水災害教育を実施【引き続き実施：北陸地整、気象台、福島県、会津若
松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

共同点検の実施 水災害教育の実施 

【重要水防箇所の共同点検状況：日橋川右岸】 【福島県による出前講座】 
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喜多方市塩川地先 



水防活動の効率化及び水防体制の強化に 関する取組 

○自治体関係機関や水防団が参加した洪水に対するリスクの高い箇所の合同巡視の実施【引
き続き毎年実施：北陸地整、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川
村】 

○毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施【引き続き毎年実施：北陸地整、気象台、
福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

水防団、住民との合同巡視 関係機関が連携した水防訓練の実施 

【阿賀川水防訓練】 

※写真は、北陸地整と自治体との水防資機材の確認 

 （会津若松市水防倉庫） 
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会津若松市北会津町中荒地先 

会津若松市北会津町蟹川地先 



○大規模災害時の復旧活動の拠点等配置計画の検討を実施【平成28年度から検討：北陸地整】 

26 

水防活動の効率化及び水防体制の強化に 関する取組 

・・・防災ステーション(１箇所) 

・・・側帯(11箇所) 

・・・ﾌﾞﾛｯｸｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ(15箇所) 

H28.6現在の配置状況 

阿賀川佐野目防災ステーション（湯川村佐野目地先） 

佐野目防災ステーション 

湯川村佐野目地先 



要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組 

○要配慮者利用施設による避難確保計画の作成に向けた支援を実施【引き続き実施：北陸地
整、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

要配慮者の安全確保計画 

出典：会津若松市地域 
防災計画 

平成26年12月 
第2編災害予防計画抜粋 

P72 

出典：喜多方市地域 
防災計画 

平成19年11月 
第2章災害予防計画抜粋 

P72 

出典：会津美里町地域 
防災計画 

平成28年3月 
一般災害対策編抜粋 

P69 

【会津若松市】 【喜多方市】 【会津美里町】 
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出典：会津坂下町地域 
防災計画 

平成28年3月 
第2編一般災害対策編抜粋 

P151 

【会津坂下町】 

出典：湯川村地域防災計画 
平成19年10月 

第2章災害予防計画抜粋 
P37 

【湯川村】 



救援・救助活動の効率化に関する取組 

○大規模災害時の救援・救助活動等支援のための拠点等配置計画の検討を実施【平成28年
度から検討：北陸地整、福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 
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阿賀川浸水想定区域図 
（1/100規模）最大浸水深 

救援・救助活動等支援のための拠点配置計画の検討イメージ 

拠点のイメージは、大規模水害時に、社会経済被害の最小化のため、命を“助ける・つなぐ”ための救援・救助の拠点や他の市町が被災した際の広域的な連携
のための拠点も重要。高速道路、港湾、空港、鉄道などの交通や物流の拠点から運ばれる救援・救助物資の集積地や宿営地として公園や道の駅などの公有
地の他、SA・PAといった民間スペース等の多面的な活用を検討。 

阿賀川浸水想定区域図 
（1/100規模）浸水継続時間 



排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施 

○大規模水害を想定した阿賀川排水計画（案）の検討を実施【平成28年度から検討：北陸地整、
福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

○関係機関が連携した排水実働訓練の実施【引き続き毎年実施：北陸地整、福島県、会津若
松市、喜多方市、会津坂下町、会津美里町、湯川村】 

排水ポンプ車の訓練 排水ポンプ車の支援（宮川） 

29 
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会津若松市北会津町蟹川地先 

会津若松市北会津町蟹川地先 

宮川 

宮川右岸堤防 

阿賀川左岸堤防 

会津坂下町細工名地先 

会津坂下町細工名地先 



７．フォローアップ 
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フォローアップ 

○各機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画、河川整備計
画等に反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むことが重
要である。 

○原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応じて取組方
針を見直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図るなど、
継続的なフォローアップを行うこととする。 

○なお、本協議会は、今後、全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の動向等を収
集した上で、随時、取組方針を見直すこととする。 

Ｐ 
Ａ 

Ｃ 
Ｄ 

計画 

実行 

点検 

改善 
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